
改 正 案 現 行

様式第１（第 12条関係）

（略）

様式第１（第１条の 12関係）

（略）



様式第２（第 12条、第 63条、第 99条、第 122条、第 126条、第 136条関係）

財 産 に 関 す る 調 書

×許 可 （ 登 録 ） 番 号

×提 出 年 月 日

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

科 目 帳 簿 価 格 修正価格 備考

Ａ 資 産 の 部

Ⅰ 流 動 資 産

(1)～(3) （略）

(4) 売 掛 金

(ｲ)・(ﾛ) （略）

(ﾊ) 包括信用購入あつせんの

カード等に係る未収債権

（貸 倒 引 当 金）

(ﾆ) 個別信用購入あつせんに

係る未収債権

（貸 倒 引 当 金）

(ﾎ) その他の売掛金

（貸 倒 引 当 金）

(5)～(20) （略）

Ⅱ （略）

様式第２（第 1条の 16、第 13条の 15、第 14条、第 15条の 2、第 24条関係）

財 産 に 関 す る 調 書

×許 可 （ 登 録 ） 番 号

×提 出 年 月 日

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

科 目 帳 簿 価 格 修正価格 備考

Ａ 資 産 の 部

Ⅰ 流 動 資 産

(1)～(3) （略）

(4) 売 掛 金

(ｲ)・(ﾛ) （略）

(ﾊ) 割賦購入あつせんの証

票等に係る未収債権

（貸 倒 引 当 金）

(ﾆ) その他の売掛金

（貸 倒 引 当 金）

(5)～(20) （略）

Ⅱ （略）



Ⅲ 固 定 資 産

１ 有形固定資産

(23) 建 物

（減価償却累計額）

(24) 構 築 物

（減価償却累計額）

(25) 機械及び装置

（減価償却累計額）

(26) 車両その他の陸上運搬具

（減価償却累計額）

(27) 工具器具及び備品

（減価償却累計額）

(28) ・(29) （略）

(30) その他の有形固定資産

（減価償却累計額）

２ 無形固定資産

(31) の れ ん

(32)～(38) （略）

３ （略）

Ⅳ 繰 延 資 産

(43) 創 立 費

(44) 開 業 費

(45) 株 式 交 付 費

(46) 社 債 発 行 費

(47) 開 発 費

Ⅲ 固 定 資 産

１ 有形固定資産

(23) 建 物

（減価償却引当金）

(24) 構 築 物

（減価償却引当金）

(25) 機械及び装置

（減価償却引当金）

(26) 車両その他の陸上運搬具

（減価償却引当金）

(27) 工具器具及び備品

（減価償却引当金）

(28) ・(29) （略）

(30) その他の有形固定資産

（減価償却引当金）

２ 無形固定資産

(31) 営 業 権

(32)～(38) （略）

３ （略）

Ⅳ 繰 延 勘 定

(43) 前 払 費 用

(44) 創 業 費

(45) 社債発行差金

(46) 株 式 発 行 費

(47) 開 発 費



(48) その他の繰延資産

Ｂ 負 債 の 部

Ⅰ 流 動 負 債

(1) （略）

(2) 買 掛 金

(ｲ) 包括信用購入あつせんの

カード等に係る未払債務

(ﾛ) 個別信用購入あつせんに

係る未払債務

(ﾊ) その他の買掛金

(3)～(8) （略）

(9) 未払法人税等

(10) （略）

Ⅱ 固 定 負 債

(11)・ (12) （略）

(13) 退職給付引当金

(14) （略）

Ⅲ （略）

Ⅳ 未 実 現 利 益

(18)・(19) （略）

(20) 包括信用購入あつせんに

係る未実現利益

(21) 個別信用購入あつせんに

(48) 試 験 研 究 費

(49) 建 設 利 息

(50) その他の繰延勘定

Ｂ 負 債 の 部

Ⅰ 流 動 負 債

(1) （略）

(2) 買 掛 金

(ｲ) 割賦購入あつせんの証

票等に係る未払債務

(ﾛ) その他の買掛金

(3)～(8) （略）

(9) 法人税等引当金

(10) （略）

Ⅱ 固 定 負 債

(11)・ (12) （略）

(13) 退職給与引当金

(14) （略）

Ⅲ （略）

Ⅳ 未 実 現 利 益

(18)・(19) （略）

(20) 割賦購入あつせんに係る

未実現利益



係る未実現利益

資産の部の合計額から負債の部の合計

額を控除した額（Ａ－Ｂ）

（参考） 純 資 産

Ⅰ 株 主 資 本

1 資 本 金

2 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 準 備 金

(2) その他資本剰余金

3 利 益 剰 余 金

(1) 利 益 準 備 金

(2) その他利益剰余金

(ｲ) 任 意 積 立 金

(ﾛ) 繰越利益剰余金

4 自 己 株 式

Ⅱ 評価・換算差額等

1 その他有価証券評価差額金

2 繰延ヘッジ損益

3 土地再評価差額金

Ⅲ 新 株 予 約 権

（備考）

１ 貸倒引当金又は減価償却累計額を計上する資産については、「帳簿価額」

の左欄に貸倒引当金又は減価償却累計額を控除する前の帳簿価額及び貸倒

引当金又は減価償却累計額の額を、「帳簿価額」の右欄に貸倒引当金又は減

価償却累計額を控除した後の帳簿価額を記載し、その他の資産並びに負債及

資産の部の合計額から負債の部の合計

額を控除した額（Ａ－Ｂ）

（参考） 資 本

Ⅰ 資 本 金

（授権株式数）

（発行済株式数）

Ⅱ 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 準 備 金

(2) その他資本剰余金

Ⅲ 利 益 剰 余 金

(3) 利 益 準 備 金

(4) 任 意 積 立 金

(5) 計算日現在未処分利益又は

計算日現在未処理損失

Ⅳ 土地再評価差額金

Ⅴ 株式等評価差額金

Ⅵ 自 己 株 式

（備考）

１ 貸倒引当金又は減価償却引当金を計上する資産については、「帳簿価額」

の左欄に貸倒引当金又は減価償却引当金を控除する前の帳簿価額及び貸倒

引当金又は減価償却引当金の額を、「帳簿価額」の右欄に貸倒引当金又は減

価償却引当金を控除した後の帳簿価額を記載し、その他の資産並びに負債及



び資本については、「帳簿価額」の右欄に帳簿価額を記載すること。

２ 「修正価額」の欄には、割賦販売法施行令第６条ただし書の規定により帳

簿価額以外の額による場合における同ただし書に規定する当該資産又は負

債の額を記載すること。

３ （略）

４ 様式第１若しくは様式第 22の許可申請書に添付する場合又は許可割賦販

売業者若しくは法第 35条の３の 61の許可を受けた者が提出する場合には、

第 23条第４項第６号（第 125 条において準用する場合を含む。）に規定す

る有価証券は、資産の部(39)投資有価証券から控除し、(5)有価証券に算入す

ること。

５ （略）

６ ×印の欄は、様式第１若しくは様式第 22 の許可申請書又は様式第 14 若

しくは様式第 16の登録申請書に添付する場合は、記載しないこと。

び資本については、「帳簿価額」の右欄に帳簿価額を記載すること。

２ 「修正価額」の欄には、割賦販売法施行令第４条ただし書の規定により帳

簿価額以外の額による場合における同ただし書に規定する当該資産又は負

債の額を記載すること。

３ （略）

４ 様式第１若しくは様式第 10の２の許可申請書に添付する場合又は許可割

賦販売業者若しくは法第 35条の３の２の許可を受けた者が提出する場合に

は、第 10条第４項第６号（第 15条において準用する場合を含む。）に規定

する有価証券は、資産の部(39)投資有価証券から控除し、(5)有価証券に算入

すること。

５ （略）

６ ×印の欄は、様式第１若しくは様式第 10の２の許可申請書又は様式第９

の登録申請書に添付する場合は、記載しないこと。



様式第３（第 12条、第 122条、第 126条関係）

収 支 に 関 す る 調 書

許可番号

提出年月日

住 所

名 称

代表者の氏名 ○印

（自 年 月 日至 年 月 日） （単位 千円）

科 目 金 額 備 考

Ａ 経 常 収 益

１ （略）

２ 割 賦 未 実 現 利 益 繰 入 又 は 戻 入

３ 前払式特定取引未実現利益繰入又は戻

入

４ （略）

Ｂ 経 常 費 用

１ （略）

２ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

３ 営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 及 び 割 引 料

(2) （略）

（略）

×××

×××

×××

××××××

×××

×××

×××

×××

様式第３（第 1条の 16、第 14条、第 15条の 2関係）

収 支 に 関 す る 調 書

許可番号

提出年月日

住 所

名 称

代表者の氏名 ○印

（自昭和 年 月 日至昭和 年 月 日） （単位 千円）

科 目 金 額 備 考

Ａ 経常収益

１ （略）

２ 割賦未実現利益繰入または戻入

３ 前払式特定取引未実現利益繰入または

戻入

４ （略）

Ｂ 経 常 費 用

１ （略）

２ 販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

３ 営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 割 引 料

(2) （略）

（略）

×××

×××

×××

××××××

×××

×××

×××

×××



（注） 前払式割賦販売又は前払式特定取引に係る繰延費用当期増加額×××

千円同当期減少額×××千円である。

（備考）

１ 経常収益及び経常費用の計算には、前期損益修正その他通常の営業活

動以外の原因により発生した特別の利益又は損失の額は、これを除外す

ること。

２ 割賦販売又は前払式特定取引に係る未実現利益を貸借対照表の負債の

部に計上している場合には、その当期増加額は、割賦未実現利益繰入又は

前払式特定取引未実現利益繰入としてこれを経常収益から控除し、当期減

少額は、割賦未実現利益戻入又は前払式特定取引未実現利益戻入としてこ

れを経常収益に加えて計算すること。

３ 前払式割賦販売又は前払式特定取引に係る繰延費用を貸借対照表の資

産の部に計上している場合には、その繰延費用の当期増加額及び当期減少

額をそれぞれ区分して、注記欄に記載すること。

４ （略）

（注） 前払式割賦販売または前払式特定取引に係る繰延費用当期増加額××

×千円同当期減少額×××千円である。

（備考）

１ 経常収益および経常費用の計算には、前期損益修正その他通常の営業活

動以外の原因により発生した特別の利益または損失の額は、これを除外す

ること。

２ 割賦販売または前払式特定取引に係る未実現利益を貸借対照表の負債の

部に計上している場合には、その当期増加額は、割賦未実現利益繰入また

は前払式特定取引未実現利益繰入としてこれを経常収益から控除し、当期

減少額は、割賦未実現利益戻入または前払式特定取引未実現利益戻入とし

てこれを経常収益に加えて計算すること。

３ 前払式割賦販売または前払式特定取引に係る繰延費用を貸借対照表の資

産の部に計上している場合には、その繰延費用の当期増加額および当期減

少額をそれぞれ区分して、注記欄に記載すること。

４ （略）



様式第４（第 14条関係）

営 業 保 証 金 供 託 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可（登録）番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 16条第２項（第 18条第２項（第 35条の３及び第 35条の３の

62において準用する場合を含む。）、第 22条第３項（第 35条の３及び第 35条

の３の 62において準用する場合を含む。）、第 35条の３及び第 35条の３の 62

において準用する場合を含む。）の規定により供託をしたので、供託書の写しを

添えて届け出ます。

（備考） （略）

様式第４（第３条関係）

営 業 保 証 金 供 託 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可（登録）番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 16条第２項（第 18条第２項において準用する第 16条第２項、

第 22条第３項において準用する第 16条第２項、第 35条の３において準用す

る第 16条第２項、第 35条の３において準用する第 18条第２項において準用

する第 16条第２項、第 35条の３において準用する第 22条第３項において準

用する第 16条第２項、第 35条の３の３において準用する第 16条第２項、第

35条の３の３において準用する第 18条第２項において準用する第 16条第２

項、第 35条の３の３において準用する第 22条第３項において準用する第 16

条第２項）の規定により供託をしたので、供託書の写しを添えて届け出ます。

（備考） （略）



様式第５（第 17条関係）

前受金保全措置届出書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 18条の４第１項又は第 22条第２項（これらの各規定を第 35条

の３の 62 において準用する場合を含む。）の規定により、供託書（供託書及び

供託委託契約書）の写しを添えて下記のとおり届け出ます。

（略）

（備考）

１ 「割合」の欄には、割賦販売法施行規則第 16 条第１項第１号又は第２号

（第125条において準用する場合を含む。）に規定する割合を記載すること。

２ 「契約対象期間」の欄には、その期間内に許可割賦販売業者若しくは法第

35条の３の 61の許可を受けた者が法第 27条第１項各号（法第 35条の３

の 62 において準用する場合を含む。）のいずれかに該当することとなった

場合又は受託者が法第 20条の３第３項（法第 35条の３の 62において準用

する場合を含む。）の規定による指示を受けた場合において、受託者が委託

額に相当する額の前受業務保証金の供託をすることを約した期間を記載す

ること。

３ （略）

様式第４の２（第５条の２関係）

前受金保全措置届出書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 18条の４第１項（第 22条第２項、第 35条の３の３において準

用する第 18条の４第１項、第 35条の３の３において準用する第 22条第２項）

の規定により、供託書（供託書及び供託委託契約書）の写しを添えて下記のと

おり届け出ます。

（略）

（備考）

１ 「割合」の欄には、割賦販売法施行規則第５条第１項第１号又は第２号（第

15条において準用する場合を含む。）に規定する割合を記載すること。

２ 「契約対象期間」の欄には、その期間内に許可割賦販売業者若しくは法第

35条の３の２の許可を受けた者が法第 27条第１項各号（法第 35条の３の

３において準用する場合を含む。）の一に該当することとなった場合又は受

託者が法第 20条の３第３項（法第 35条の３の３において準用する場合を

含む。）の規定による指示を受けた場合において、受託者が委託額に相当す

る額の前受業務保証金の供託をすることを約した期間を記載すること。

３ （略）



様式第６（第 18条関係）

前受業務保証金取戻承認申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 18条の５第３項（第 35条の３の 62において準用する場合を含

む。）の規定により、前受業務保証金の取戻しについて承認を受けたいので、下

記のとおり申請します。

（略）

様式第４の３（第５条の３関係）

前受業務保証金取戻し承認申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 18条の５第３項（第 35条の３の３において準用する第 18条の

５第３項）の規定により、前受業務保証金の取戻しについて承認を受けたいの

で、下記のとおり申請します。

（略）



様式第７（第 18条関係）

前受業務保証金供託委託契約解除承認申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 18条の５第５項（第 35条の３の 62において準用する場合を含

む。）の規定により、前受業務保証金供託委託契約の解除について承認を受けた

いので下記のとおり申請します。

（略）

様式第４の４（第５条の３関係）

前受業務保証金供託委託契約解除承認申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 18条の５第５項（第 35条の３の３において準用する第 18条の

５第５項）の規定により、前受業務保証金供託委託契約の解除について承認を

受けたいので下記のとおり申請します。

（略）



様式第８（第 19条関係）

承 継 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 18条の６第１項本文（第 35条の３の 62において準用する場合を

含む。）の規定により許可割賦販売業者の地位を承継したので、割賦販売法施行規

則第 19条第２項各号（第 125条において準用する場合を含む。）に掲げる書面を

添えて下記のとおり届け出ます。

（略）

様式第５（第６条関係）

承 継 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 18 条の６第１項本文（第 35 条の３の３において準用する第 18

条の６第１項本文）の規定により許可割賦販売業者の地位を承継したので、割賦

販売法施行規則第６条第２項各号（第 15条において準用する第６条第２項各号）

に掲げる書面を添えて下記のとおり届け出ます。

（略）



様式第９（第 20条、第 129条関係）

変 更 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可（指定）番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

下記のとおり変更があつたので、割賦販売法第 19条第１項（第 35条の３の 62

において準用する場合を含む。）の規定により割賦販売法施行規則第 20 条第３項

第１号（第 125条において準用する場合を含む。）又は第 129条第２項に掲げる書

面を添えて届け出ます。

（略）

様式第６（第７条、第 15条の５関係）

変 更 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可（指定）番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

下記のとおり変更があつたので、割賦販売法第 19条第１項（第 35条の３の３

において準用する第 19条第１項、第 35条の６）の規定により割賦販売法施行規

則第７条第３項第１号（第 15条において準用する第７条第３項第１号、第 15条

の５第２項）に掲げる書面を添えて届け出ます。

（略）



様式第 10（第 20条関係）

前払式割賦販売契約約款（前払式特定

取引契約約款）変更届出書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

下記のとおり前払式割賦販売契約約款（前払式特定取引契約約款）を変更する

ので、割賦販売法第 19条第２項（第 35条の３の 62において準用する場合を含む。）

の規定により、割賦販売法施行規則第 20条第３項第２号（第 125条において準用

する場合を含む。）に掲げる書面を添えて届け出ます。

（略）

様式第７（第７条関係）

前払式割賦販売契約約款（前払式特定

取引契約約款）変更届出書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

下記のとおり前払式割賦販売契約約款（前払式特定取引契約約款）を変更する

ので、割賦販売法第 19条第２項（第 35条の３の３において準用する第 19条第２

項）の規定により、割賦販売法施行規則第７条第３項第２号（第 15条において準

用する第７条第３項第２号）に掲げる書面を添えて届け出ます。

（略）



様式第 11（第 21条関係）

帳 簿 備 付 営 業 所 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法施行規則（以下「規則」という。）第 21条第１項（第 125条にお

いて準用する場合を含む。）の規定により、帳簿を備える営業所を下記のとおり

届け出ます。

記

１ 主たる営業所に備える帳簿に規則第 21条第３項各号に掲げる事項をすべて記

載することが困難な理由

２ 帳簿を備える従たる営業所の名称等

（略） （略） 左欄の営業所に備える帳簿に規

則第 21条第３項各号に掲げる事

項が記載される営業所又は代理

店の名称及び所在地

（備考） （略）

様式第７の２（第８条関係）

帳 簿 備 付 営 業 所 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法施行規則（以下「規則」という。）第８条第１項（第 15条におい

て準用する第８条第１項）の規定により、帳簿を備える営業所を下記のとおり

届け出ます。

記

１ 主たる営業所に備える帳簿に規則第８条第４項各号に掲げる事項をすべて記

載することが困難な理由

２ 帳簿を備える従たる営業所の名称等

備付開始年月日 帳簿を備える従たる営

業所の名称及び所在地

左欄の営業所に備える帳簿に規

則第８条第４項各号に掲げる事

項が記載される営業所又は代理

店の名称及び所在地

（備考） （略）



様式第 12（第 24条関係）

前受業務保証金取戻承認申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

（指定番号）

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 20条の４第２項（第 35条の３の 62において準用する場合を含

む。）の規定により、前受業務保証金の取戻しについて承認を受けたいので、下

記のとおり申請します。

（略）

様式第７の３（第 10条の２関係）

前受業務保証金取戻し承認申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

（指定番号）

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦販売法第 20条の４第２項（第 35条の３の３において準用する第 20条の

４第２項）の規定により、前受業務保証金の取戻しについて承認を受けたいの

で、下記のとおり申請します。

（略）



様式第 13（第 26条関係）

営 業 廃 止 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可（登録）番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

前払式割賦販売（前払式特定取引、包括信用購入あつせん、個別信用購入あ

つせん）の営業を廃止したので、割賦販売法第 26条第１項（第 35条の３及び

第 35条の３の 62において準用する場合を含む。）の規定により、下記のとおり

届け出ます。

記

１ （略）

２ 届出者と許可割賦販売業者（登録包括信用購入あつせん業者、登録個別信用

購入あつせん業者、法第 35条の３の 61の許可を受けた者）との関係

（備考） （略）

様式第８（第 12条関係）

営 業 廃 止 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

許可（登録）番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

前払式割賦販売（前払式特定取引、割賦購入あつせん）の営業を廃止したの

で、割賦販売法第 26条第１項（第 35条の３において準用する第 26条第１項、

第 35条の３の３において準用する第 26条第１項）の規定により、下記のとお

り届け出ます。

記

１ （略）

２ 届出者と許可割賦販売業者（登録割賦購入あつせん業者、法第 35条の３の２

の許可を受けた者）との関係

（備考） （略）



様式第 14（第 63条関係）

包括信用購入あつせん業者登録申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

包括信用購入あつせん業者の登録を受けたいので、割賦販売法第 32条第１項の

規定により、同条第 2項に規定する書類を添えて申請します。

１ 名称

２ 本店の所在地及び電話番号

３ その他の営業所の名称及び所在地

４ 資本金又は出資の額

５ 純資産比率

６ 役員の氏名

７ 協会加入の有無 有（会員番号： ） 無

（備考）

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 名称にはふりがなを付すこと。

３ 「純資産比率」の欄には、割賦販売法施行令第６条に基づき資産の合計額

から負債の合計額を控除した額（純資産額）を計算し、「純資産額÷資本金又

は出資の額」に 100を乗じた数値を記載すること。

４ 「役員の氏名」の欄には、割賦販売法第 32条第１項第４号に規定する役員

に該当する者をすべて記載すること。

５ 「協会加入の有無」の欄には、認定割賦販売協会への加入につき、該当す

（新設）



るものに○印を付け、「有」の場合は併せて会員番号を記載すること。

登録免許税領収書添付欄



（削る） 様式第 9（第 13条の 15関係）

割賦購入あつせん業者登録申請書

年 月 日

経済産業大臣 殿

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

割賦購入あつせん業者の登録を受けたいので、割賦販売法第 32条第 1項の規定

により、同条第 2項に規定する書類を添えて申請します。

１ 名称

２ 本店の所在地

３ その他の営業所の名称及び所在地

４ 資本金又は出資の額

５ 役員の氏名

（備考）

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

登録免許税領収書添付欄



様式第 15（第 67条関係）

変更登録申請書

年 月 日

経済産業大臣 殿

登録番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

登録事項に下記のとおり変更があつたので、割賦販売法第 33条の３第１項の

規定により、割賦販売法施行規則第 67条第２項各号に掲げる書面を添えて、変

更登録の申請をします。

（略）

様式第 10（第 13条の 16関係）

変更登録申請書

年 月 日

経済産業大臣 殿

登録番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

登録事項に下記のとおり変更があつたので、割賦販売法第 33条の３第１項の

規定により、割賦販売法施行規則第 13条の 16第２項各号に掲げる書類を添え

て、変更登録の申請をします。

（略）



様式第 16（第 99条関係）

個別信用購入あつせん業者登録申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

個別信用購入あつせん業者の登録を受けたいので、割賦販売法第 35条の３の 24

第１項の規定により、同条第２項に規定する書類を添えて申請します。

更新履歴 前回登録時 登録番号 （ 年 月 日）

１ 登録区分 新 規 更 新

２ 名称

３ 本店の所在地及び電話番号

４ その他の営業所の名称及び所在地

５ 資産の合計額から負債の合計額を控除した額

６ 役員の氏名

７ 協会加入の有無 有（会員番号： ） 無

（備考）

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 「資産の合計額から負債の合計額を控除した額」の欄には、割賦販売法施行

令第６条に基づき、資産の合計額から負債の合計額を控除した額（純資産額）

を記載すること。

３ 「役員の氏名」の欄には、割賦販売法第 32 条第１項第４号に規定する役員

に該当する者をすべて記載すること。

（新設）



４ 「協会加入の有無」の欄には、認定割賦販売協会への加入につき、該当する

ものに○印を付け、「有」の場合は併せて会員番号を記載すること。

５ 新規登録の場合は、登録免許税領収書を、更新の場合は、収入印紙を添付す

ること。

登録免許税領収書又は収入印紙



様式第 17（第 102条関係）

変更登録申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

登録番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

登録事項に下記のとおり変更があつたので、割賦販売法第 35条の３の 28第１

項の規定により、割賦販売法施行規則第 102条第２項各号に掲げる書類を添えて、

変更登録の申請をします。

記

１ 変更した事項

２ 変更の年月日及び理由

（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

（新設）



様式第 18（第 106 条関係）

指定信用情報機関申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

商号又は名称

代表者の氏名 ,

指定信用情報機関の指定を受けたいので、割賦販売法第 35 条の３の 37第１項

の規定により、同条第２項に規定する書類を添えて申請します。

１ 商号又は名称

２ 主たる営業所又は事務所その他特定信用情報提供等業務を行う営業所又は

事務所の名称及び所在地

３ 役員の氏名又は商号若しくは名称

４ 特定信用情報提供等業務及び特定信用情報提供等業務に付随する業務以外

の業務を行うときは、その業務の内容

（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

（新設）



様式第 19（第 115条関係）

変 更 届 出 書

年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

商号又は名称

代表者の氏名 ,

下記のとおり変更があつたので、割賦販売法第 35条の３の 50第１項の規定に

より、割賦販売法施行規則第 115条第２項各号に掲げる書面を添えて届け出ます。

記

１ 変更した事項

２ 変更の年月日及び理由

（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

（新設）



様式第 20（第 116条関係）

業務及び財産に関する報告書

自 年 月 日

第 期

至 年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

商号又は名称

代表者の氏名 ,

１ 特定信用情報提供等業務の概要

（記載上の注意） 特定信用情報提供等業務の営業状況の推移について簡潔に記

載すること。

２ 役職員数、営業所・事務所

（1）役職員数

区 分 人 数 等

うち個人 うち法人

役 員

うち常勤役

（新設）



員

従

業

員

職 員

その他

計

（2）営業所・事務所

営業所名 住 所

（記載上の注意） 記載基準日は事業年度の末日とすること。

３ 関係会社の状況

名称 住所

資本金又

は出資金

（百万

円）

主要な

事業の

内容

議決権の所有又

は被所有割合 関係

内容所有

割合

(%)

被所

有割

合(%)

（記載上の注意）

１ 「関係会社」とは、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭

和 38年大蔵省令第 59号）第８条第８項における関係会社をいう。



２ 「議決権の所有又は被所有割合」の欄には、小数点第３位以下を切り捨て

て表示すること。

３ 「住所」の欄には、国内の関係会社は市町村名まで記載し、海外の関係会

社は都市名まで記載すること。

４ 「関係内容」の欄には、役職員の兼任や資金援助、営業上の取引状況等に

ついて記載すること。

４ 会員の状況

（1）包括信用購入あつせん業者又は個別信用購入あつせん業者

名 称 住 所 加 入 年 月 日

（2）包括信用購入あつせん業者又は個別信用購入あつせん業者以外の会員

名 称 住 所 主要な事業の内容 加入年月日

（記載上の注意） 記載基準日は事業年度の末日とすること。



５ 基礎特定信用情報の状況

登録件数（千

件）

登録人数（百万

人）

マンスリ

ークリア

残債額

（百万

円）

残債額（百万円） 登録商

品等の

件数

（百万

件）

うち残

高有件

数（千

件）

う ち 残

高 有 人

数（百万

人）

うち年間

支払見込

額（百万

円）

包括

信用

購入

あつ

せん

個別

信用

購入

あつ

せん

合

計

（記載上の注意）

１ 記載基準日は事業年度の末日とすること。

２ 「マンスリークリア残債額」とは、支払時期の到来していない又は支払の

義務が履行されていない二月払購入あつせん又は二月払個別購入あつせんに

係る債務の額をいう。

３ 「残債額」とは、割賦販売法第 35条の３の 56第１項第３号に規定する債



務の額をいう。

４ 「年間支払見込額」とは、割賦販売法施行規則第 118 条第２項第１号イ又

は第２号イに規定する額をいう。

５ 「登録商品等の件数」とは、割賦販売法施行規則第 104 条第２項第５号に

規定する件数の合計数をいう。

６ 照会件数

依頼先
当該事業年度中の照会件数（百万件）

契約照会 管理照会 合 計

会員

うち包括信用購

入あつせん業者

うち個別信用購

入あつせん業者

うち上記以外

他の指定信用情報機関

うち包括信用購

入あつせん業者

うち個別信用購

入あつせん業者

その他

合 計



（記載上の注意）

１ 「契約照会」とは、会員が顧客から新たな与信申込を受けた際に行う照会

をいう。

２ 「管理照会」とは、契約中の顧客の特定信用情報を確認する目的で行う照

会をいう。

７ 料金又は手数料の内訳

当該事業年度中の料金（百万円）

会員

うち包括信用購

入あつせん業者

うち個別信用購

入あつせん業者

うち上記以外

小 計

他の指定信用情報機関

うち包括信用購

入あつせん業者

うち個別信用購

入あつせん業者

その他

小 計



合 計

８ 特定信用情報提供等業務の委託先

商号

又は

名称

住所又

は所在

地

資本金

又は出

資金

（百万

円）

主 要

な 事

業 の

内容

委託

形態

同意

年月

日

委

託

業

務

の

内

容

関

係

内

容

（記載上の注意）

１ 「委託形態」の欄には、指定信用情報機関から受託している者（以下「受

託者」という。）は「委託」と記載し、受託者から委託を受けている者は「再

委託」と記載するとともに受託者の名称を記入すること。

２ 「同意年月日」の欄には、指定信用情報機関が再委託に係る同意を与えた

年月日を記載すること。

３ 「関係内容」の欄には、役職員の兼任や資金援助、営業上の取引状況等に

ついて記載すること。



９ 個人情報保護への取組み

（記載上の注意） 安全管理対策、外部監査、会員管理、業務委託先管理その

他の個人情報保護への取組みについて簡潔に記載する。

（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。



様式第 21（第 117条関係）

特定信用情報提供等業務休廃止申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

商号又は名称

代表者の氏名 ,

特定信用情報提供等業務の全部又は一部の休止又は廃止をしたいので、割賦販

売法第 35条の３の 53第 1項の規定により下記のとおり申請します。

記

１ 休止又は廃止しようとする年月日及び理由

２ 申請者と指定信用情報機関との関係

（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

（新設）



様式第 22（第 122条関係）

前払式特定取引業許可申請書

年 月 日

経済産業大臣 殿

住 所

名 称

代表者の氏名 印

前払式特定取引業の許可を受けたいので、割賦販売法第 35条の３の 62におい

て準用する同法第 12条第１項の規定により、同法第 35条の３の 62において準用

する同法第 12条第２項に規定する書類を添えて申請します。

（略）

様式第 10の２（第 14条関係）

前払式特定取引業許可申請書

年 月 日

経済産業大臣 殿

住 所

名 称

代表者の氏名 印

前払式特定取引業の許可を受けたいので、割賦販売法第 35条の３の３において

準用する同法第 12条第１項の規定により、同法第 35条の３の３において準用す

る同法第 12条第２項に規定する書類を添えて申請します。

（略）



様式第 23（第 126条関係）

（略）

様式第 10の２の２（第 15条の２関係）

（略）



様式第 24（第 130条関係）

受託事業廃止届出書

年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

受託事業を廃止したので、割賦販売法第 35条の７第１項の規定により下記の

とおり届け出ます。

記

１ 廃止した年月日及び理由

２ （略）

（備考） （略）

様式第 10の３（第 15条の６関係）

受託事業廃止届出書

年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

受託事業を廃止したので、割賦販売法第 35条の７第１項の規定により下記の

とおり届け出ます。

記

１ 廃止した年月日および理由

２ （略）

（備考） （略）



様式第 25（第 131条関係）

事業計画変更届出書

年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

事業計画書の記載事項に変更があつたので割賦販売法第 35条の８第２項の規

定により下記のとおり届け出ます。

記

１ （略）

２ 変更した年月日及び理由

（備考） （略）

様式第 10の４（第 15条の７関係）

事業計画変更届出書

年 月 日

経済産業大臣殿

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

事業計画書の記載事項に変更があつたので割賦販売法第35条の８第２項の規

定により下記のとおり届け出ます。

記

１ （略）

２ 変更した年月日および理由

（備考） （略）



様式第 26（第 131条関係）

事 業 報 告 書

年 月 日

経済産業大臣 殿

指定番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

年度 事業報告書

第 期 自 年 月 日

至 年 月 日

標記の事業年度が終了したので、割賦販売法第 35条の 8第 3項の規定により、

下記のとおり報告します。

記

１～５ （略）

６ 経理の状況

(1)・(2) （略）

(3) 比較株主資本等変動計算書（別表(ﾎ)により記載すること。）

(4) （略）

（備考） （略）

別表(ｲ)・(ﾛ) （略）

別表(ﾊ)

比 較 貸 借 対 照 表

（単位 千円）

様式第 10の５（第 15条の７関係）

事 業 報 告 書

年 月 日

経済産業大臣 殿

指定番号

住 所

名 称

代表者の氏名 ,

年度 事業報告書

第 期 自 年 月 日

至 年 月 日

標記の事業年度が終了したので、割賦販売法第 35条の８第３項の規定により、

下記のとおり報告します。

記

１～５ （略）

６ 経理の状況

(1)・(2) （略）

(3) 比較利益処分計算書（別表(ﾎ)により記載すること。）

(4) （略）

（備考） （略）

別表(ｲ)・(ﾛ) （略）

別表(ﾊ)

比 較 貸 借 対 照 表

（単位 千円）



期 日 第 期

（ 年 月 日）

第 期

（ 年 月 日）

科 目 種 別 内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

資 産 の 部

Ⅰ 流動資産

１～４ （略）

５ 短期貸付金

貸倒引当金

６ 前払費用

７ 未収収益

８ その他の流動資産

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

流動資産合計

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建 物

減価償却累計額

(2) 構築物

減価償却累計額

(3) 車両運搬具

減価償却累計額

(4) 什器備品

減価償却累計額

(5)～(7) （略）

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

期 日 第 期

（ 年 月 日）

第 期

（ 年 月 日）

科 目 種 別 内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

資 産 の 部

Ⅰ 流動資産

１～４ （略）

５ 自己株式

６ 短期貸付金

貸倒引当金

７ 前払費用

８ 未収収益

９ その他の流動資産

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

流動資産合計

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建 物

減価償却引当金

(2) 構築物

減価償却引当金

(3) 車両運搬具

減価償却引当金

(4) じゆう器備品

減価償却引当金

(5)～(7) （略）

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××



有形固定資産合計

２ 無形固定資産

(1) のれん

(2)～(4) （略）

×××

×××

×××

×××

無形固定資産合計

３ 投 資

(1)～(2) （略）

(3) 退職給付引当特定資産

(4) （略）

×××

×××

×××

×××

×××

×××

投資合計

固定資産合計

Ⅲ 繰延資産

１ 創立費

２ 開業費

３ 株式交付費

４ 社債発行費

５ （略）

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

繰延資産合計

資産合計

×××

×××

×××

×××

負 債 の 部

Ⅰ 流動負債

１～８ （略）

９ 未払法人税等 ××× ×××

有形固定資産合計

２ 無形固定資産

(1) 営業権

(2)～(4) （略）

×××

×××

×××

×××

無形固定資産合計

３ 投 資

(1)～(2) （略）

(3) 退職給与引当特定資産

(4) （略）

×××

×××

×××

×××

×××

×××

投資合計

固定資産合計

Ⅲ 繰延資産

１ 創業費

２ 株式発行費

３ 社債発行費

４ 社債発行差金

５ （略）

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

繰延資産合計

資産合計

×××

×××

×××

×××

負 債 の 部

Ⅰ 流動負債

１～８ （略）

９ 納税引当金 ××× ×××



10 （略）

流動負債合計

Ⅱ 固定負債

１・２ （略）

３ 退職給付引当金

４・５ （略）

×××

×××

×××

×××

固定負債合計

Ⅲ （略）

××× ×××

純 資 産 の 部

Ⅰ 株主資本

１ 資本金

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金

(2) その他資本剰余金

３ 利益剰余金

(1) 利益準備金

(2) その他利益剰余金

① 任意積立金

② 繰越利益剰余金

４ 自己株式

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

株主資本合計

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券評価差

額金

×××

×××

×××

×××

10 （略）

流動負債合計

Ⅱ 固定負債

１・２ （略）

３ 退職給与引当金

４・５ （略）

×××

×××

×××

×××

固定負債合計

Ⅲ （略）

××× ×××

資 本 の 部

Ⅰ 資本金

１ 資本金

（授権株式数×××株）

（発行済株式数×××株）

２ 新株払込金

×××

××× ×××

×××

××× ×××

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金

２ その他資本準備金

×××

××× ×××

×××

××× ×××

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金

２ 任意積立金

(1) 退職給与積立金

(2) ・・・・・・

×××

×××

××× ×××

×××

×××

××× ×××

３ 受託事業基金

４ 当期未処分利益

××× ×××



２ 繰延ヘッジ損益

３ 土地再評価差額金

×××

×××

×××

×××

評価・換算差額等合計

Ⅲ 新株予約権 ×××

×××

××× ×××

×××

×××

純資産合計 ××× ×××

負債・純資産合計 ××× ×××

（注記） （略）

（備考） （略）

別表(ﾆ)

比 較 損 益 計 算 書

（単位 千円）

期間

第 期

自 年 月 日

至 年 月 日

第 期

自 年 月 日

至 年 月 日

科 目 種別 内 訳 金額 構成比 内 訳 金額 構成比

Ⅰ （略）

Ⅱ 営業外損益

１ 営業外収益

(1)～(3) （略）

(4) 有価証券売却

益

×××

(1) 前記繰越利益

(2) 当期利益

Ⅳ 土地再評価差額金

Ⅴ 株式等評価差額金

Ⅵ 自己株式

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

資本合計 ××× ×××

負債合計 ××× ×××

（注記） （略）

（備考） （略）

別表(ﾆ)

比 較 損 益 計 算 書

（単位 千円）

期間

第 期

自 年 月 日

至 年 月 日

第 期

自 年 月 日

至 年 月 日

科 目 種別 内 訳 金額 構成比 内 訳 金額 構成比

経常損益の部

Ⅰ （略）

Ⅱ 営業外損益

１ 営業外収益

(1)～(3) （略）

(4) 有価証券売却

費

××× ×××



(5) （略）

2 営業外費用

(1)～(3) （略）

(4) 創立費償却

(5) 開業費償却

(6) 有価証券売却損

(7) 雑支出

×××

×××

×××

××× ××× ×××

×××

×××

×××

××× ××× ×××

経常利益

Ⅲ 特別利益

１ 退職給付引当金

取崩額

２～７ （略）

Ⅳ （略）

×××

×××

×××

×××

税引前当期純利益

法人税、住民税及び

事業税

法人税等調整額

当期純利益

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

（注記） （略）

（備考） （略）

(5) （略）

2 営業外費用

(1)～(3) （略）

(4) 社債発行差金

償却

(5) 創業費償却

(6) 有価証券売却

損

(7) 事業税

(8) 納付所得税等

(9) 雑支出

×××

×××

×××

×××

×××

××× ××× ×××

×××

×××

×××

×××

×××

××× ××× ×××

経常利益

特別損益の部

Ⅲ 特別利益

１ 退職給与積立金

取崩額

２～７ （略）

Ⅳ （略）

×××

×××

×××

×××

税引前利益

税金

当期利益

前期繰越利益

当期未処分利益

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

（注記） （略）

（備考） （略）



別表(ﾎ)

比 較 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（単位 千円）

項 目

前事業年度

第 期

自 年 月 日

至 年 月 日

当事業年度

第 期

自 年 月 日

至 年 月 日

Ⅰ 株主資本

１ 資本金

前期末残高

当期変動額

新株の発行

・・・・・・

×××

×××

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金

前期末残高

当期変動額

新株の発行

・・・・・・

×××

×××

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

別表(ﾎ)

比 較 利 益 処 分 計 算 書

（単位 千円）

科 目

期 間
第 期

（ 年 月 日）

第 期

（ 年 月 日）

種 別 内 訳 金 額 内 訳 金 額

Ⅰ 当期未処分利益

１ 前期繰越利益

２ 当期利益

Ⅱ 利益処分額

１ 利益準備金

２ 配当金

３ 役員賞与金

４ 任意積立金

(1) 退職給与積立金

(2) ・・・・・・

５ 受託事業基金

Ⅲ 次期繰越利益

（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。



(2) その他資本剰余金

前期末残高

当期変動額

・・・・・・

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

資本剰余金合計

前期末残高

当期変動額

新株の発行

・・・・・・

×××

×××

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

３ 利益剰余金

(1) 利益準備金

前期末残高

当期変動額

剰余金の配当

・・・・・・

×××

△×××

×××

×××

△×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

(2) その他利益剰余金

① 任意積立金

前期末残高 ××× ×××



当期変動額

・・・・・・ ××× ×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

② 繰越利益剰余金

前期末残高

当期変動額

・・・・・・

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

利益剰余金合計

前期末残高

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

・・・・・・

×××

△×××

×××

×××

×××

△×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

４ 自己株式

前期末残高

当期変動額

自己株式の処分

・・・・・・

×××

×××

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××



当期末残高 ××× ×××

株主資本合計

前期末残高

当期変動額

新株の発行

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の処分

・・・・・・

×××

×××

△×××

×××

×××

×××

×××

×××

△×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券評価差額金

前期末残高

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

２ 繰延ヘッジ損益

前期末残高

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

×××

×××

×××

×××



当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

３ 土地再評価差額金

前期末残高

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

評価・換算差額等合計

前期末残高

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

×××

×××

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

Ⅲ 新株予約権

前期末残高

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

純資産合計



前期末残高

当期変動額

新株の発行

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の処分

・・・・・・

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

×××

×××

△×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

△×××

×××

×××

×××

×××

当期変動額合計 ××× ×××

当期末残高 ××× ×××

（備考）

１ 左欄には前事業年度における金額を、右欄には当事業年度における金額を記

載すること。

２ 事業年度中の変動額を、変動事由ごとに記載することができる。

３ 変動事由及び金額の記載は、おおむね貸借対照表における記載の順序による

こと。

４ 評価・換算差額等は、科目ごとの記載に代えて評価・換算差額等の合計額を、

前事業年度末残高、事業年度中の変動額及び事業年度末残高に区分して記載す

ることができる。この場合には、科目ごとのそれぞれの金額を注記すること。

５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

別表(ﾍ)～別表(ﾇ) （略）

別表(ﾙ)

別表(ﾍ)～別表(ﾇ) （略）

別表(ﾙ)



有 形 固 定 資 産 明 細 表

（単位 円）

資産の

種 類

期 首

残 高

当 期

増加額

当 期

減少額

期 末

残 高

期 末 減 価

償却累計額

当 期

償却額

差引期末

帳簿価額
摘要

計

（備考）

１ 「資産の種類」の欄には、貸借対照表に掲げる資産の科目の種類別に記載す

ること。

２ 「期首残高」、「当期増加額」、「当期減少額」及び「期末残高」の各欄は取得

原価によって記載し、期末残高から期末減価償却累計額を控除した残高を「差

引期末帳簿価額」の欄に記載すること。

３ 特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の理由によ

り取得原価の修正が行われた場合には、当該再評価差額等については、「当期増

加額」又は「当期減少額」の欄に内書（括弧書）として記載し、その増減の事

由を「摘要」の欄に記載すること。

４ 著しい増減については、その事由を「摘要」の欄に記載すること。

有 形 固 定 資 産 明 細 表

（単位 円）

資産の種類
期 首

残 高

当 期

増加額

当 期

減少額

期 末

残 高

減価償却

引 当 金

差引期末

残 高
摘要

計

（備考）

１ 「資産の種類」の欄は、貸借対照表に掲げる資産の科目の種類別に記載するこ

と。

２ 期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の各欄は、当該資産の取得原

価によって記載すること。

３ 減価償却引当金は、減価償却引当金の累計額を記載すること。

４ 特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の理由によ

り取得原価の修正が行われた場合には、当該再評価差額等については、「当期増

加額」又は「当期減少額」の欄に内書（括弧書）として記載し、その増減の事由

を「摘要」の欄に記載すること。

５ 著しい増減については、その事由を「摘要」の欄に記載すること。



５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

別表(ｦ)

無 形 固 定 資 産 明 細 表

（単位 円）

資産の

種 類

期 首

残 高

当 期

増加額

当 期

減少額

期 末

残 高

期 末 減 価

償却累計額

当 期

償却額

差引期末

帳簿価額
摘要

計

（備考）

１ 「資産の種類」の欄には、貸借対照表に掲げる資産の科目の種類別に記載す

ること。

２ 「期首残高」、「当期増加額」、「当期減少額」及び「期末残高」の各欄は取得

原価によって記載し、期末残高から期末減価償却累計額を控除した残高を「差

引期末帳簿価額」の欄に記載すること。

３ 特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の理由によ

り取得原価の修正が行われた場合には、当該再評価差額等については、「当期増

６ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

別表(ｦ)

無 形 固 定 資 産 明 細 表

（単位 円）

資産の種類
取 得

原 価

当 期

増加額

当 期

減少額

減価償却

累 計 額

期 末

現在高
摘要

計

（備考）

１ 「資産の種類」の欄は、貸借対照表に掲げる資産の科目の種類別に記載するこ

と。

２ 特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の理由によ

り取得原価の修正が行われた場合には、当該再評価差額等については、「当期増

加額」又は「当期減少額」の欄に内書（括弧書）として記載し、その増減の事由

を「摘要」の欄に記載すること。

３ 著しい増減については、その事由を「摘要」の欄に記載すること。



加額」又は「当期減少額」の欄に内書（括弧書）として記載し、その増減の事

由を「摘要」の欄に記載すること。

４ 著しい増減については、その事由を「摘要」の欄に記載すること。

５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

別表(ﾜ)～別表(ｿ) （略）

４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

別表(ﾜ)～別表(ｿ) （略）



様式第 27（第 134条関係）

認定割賦販売協会認定申請書

年 月 日

経済産業大臣殿

住所

名称

代表者の氏名 ○印

認定割賦販売協会の認定を受けたいので、割賦販売法第 35 条の 18第１項の規

定により、割賦販売法施行令第 29条第２項各号に規定する書類を添えて申請しま

す。

１ 名称

２ 事業所の所在の場所

３ 役員の氏名及び会員の名称

（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

（新設）



様式第 28（第 136条関係）

財産及び収支に関する報告書

年 月 日

経済産業大臣 殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 印

第 期 （自 年 月 日 至 年 月 日）

標記の事業年度が終了したので、割賦販売法施行規則第 136条の規定により、

下記のとおり報告します。

（略）

別表(ｲ) 貸借対照表に関する事項

（単位 千円）

貸 借 対 照 表 （借 方 の 部）

決算期（西暦年） 年 月期
決算月数 ヶ月

帳簿価額 修正価額

（略）

貸 借 対 照 表 （貸 方 の 部）

流

支払手形

買掛金

短期借入金

様式第 10の６（第 24条関係）

財産及び収支に関する報告書

年 月 日

経済産業大臣 殿

許可番号

住 所

名 称

代表者の氏名 印

第 期 （自 年 月 日 至 年 月 日）

標記の事業年度が終了したので、割賦販売法施行規則第 24条第１項の規定によ

り、下記のとおり報告します。

（略）

別表(ｲ) 貸借対照表に関する事項

（単位 千円）

貸 借 対 照 表 （借 方 の 部）

決算期（西暦年） 年 月期
決算月数 ヶ月

帳簿価額 修正価額

（略）

貸 借 対 照 表 （貸 方 の 部）

流

支払手形

買掛金

短期借入金



負

債

動

未払金・未払費用

会員前受金

預り金・前受金

未払法人税等

流動負債計

固

定

長期借入金

退職給付引当金

固定負債計

負債合計

特定引当金

純

資

産

株

主

資

本

資本金

資本剰余金

〔うち資本準備金〕

〔うちその他資本剰余金〕

利益剰余金

〔うち利益準備金〕

〔うちその他利益剰余金〕

（うち任意積立金）

（うち繰越利益剰余金）

自己株式

株主資本合計

評
価
等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

負

債

動

未払金・未払費用

会員前受金

預り金・前受金

納税充当金

流動負債計

固

定

長期借入金

退職給与引当金

固定負債計

負債合計

特定引当金

資

本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

〔うち当期利益又は当期損失〕

土地再評価差額金

株式等評価差額金

自己株式

資本合計

資本負債総計



評価・換算差額等合計

新株予約権

純資産合計

負債・純資産合計

（備考）

1．（略）

2．「修正価額」の欄には、割賦販売法施行令第６条ただし書の規定により帳簿

価額以外の額による場合における同ただし書に規定する当該資産又は負債の

額を記載すること。

別表(ﾛ) 損益計算書に関する事項

（単位 千円）

損 益 計 算 書

売上高

売上原価

売上総利益

一般管理販売費

〔賃借料〕

〔支払手数料〕

営業利益

営業外収益

〔受取利息・配当金〕

〔受取手数料〕

営業外費用

（備考）

1．（略）

2．「修正価額」の欄には、割賦販売法施行令第４条ただし書の規定により帳簿

価額以外の額による場合における同ただし書に規定する当該資産又は負債の

額を記載すること。

別表(ﾛ) 損益計算書に関する事項

（単位 千円）

損 益 計 算 書

売上高

売上原価

売上総利益

一般管理販売費

〔賃借料〕

〔支払手数料〕

営業損益

営業外収益

〔受取利息・配当金〕

〔受取手数料〕

営業外費用



〔支払利息〕

経常利益

特別利益

特別損失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

（備考） （略）

別表(ﾊ)～(ﾎ) （略）

〔支払利息〕

経常損益

特別利益

特別損失

税引前当期損益

納税充当額

当期損益

前期繰越利益

当期未処分利益

利益処分額

〔配当金〕

〔役員賞与〕

次期繰越利益金

（備考） （略）

別表(ﾊ)～(ﾎ) （略）



様式第 29（第 136条関係）

（略）

様式第 11（第 24条関係）

（略）



様式第 30（第 136条関係）

財 産 概 要 報 告 書

指 定 番 号

提出年月日

住 所

名 称

代表者の氏名 印

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

科 目 価額 備考 科 目 価額 備考

Ａ 資 産 の 部

Ⅰ 流動資産

(1) 現金及び預金

(2)～(4) （略）

Ⅱ（略）

Ⅲ 繰 延 資 産

Ｂ 負 債 の 部

Ⅰ～Ⅲ（略）

資産の部合計額から負債の部

合計額を控除した額

（Ａ―Ｂ）

（参考）純 資 産

Ⅰ 株 主 資 本

(1) 資 本 金

(2) 資本剰余金

(3) 利益剰余金

(4) 自 己 株 式

株主資本合計

Ⅱ 評価・換算差額等

(1) その他有価証券評価

差額金

様式第 11の２（第 24条関係）

財 産 概 要 報 告 書

指 定 番 号

提出年月日

住 所

名 称

代表者の氏名 印

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

科 目 価額 備考 科 目 価額 備考

Ａ 資 産 の 部

Ⅰ 流動資産

(1) 現金および預金

(2)～(4) （略）

Ⅱ（略）

Ⅲ 繰 延 勘 定

Ｂ 負 債 の 部

Ⅰ～Ⅲ（略）

資産の部合計額から負債の部合

計額を控除した額

（Ａ―Ｂ）

（参考）資 本

Ⅰ 資 本 金

Ⅱ 資 本 剰 余 金

Ⅲ 利 益 剰 余 金

Ⅳ 土地再評価差額金

Ⅴ 株式等評価差額金

Ⅵ 自 己 株 式



(2) 繰延ヘッジ損益

(3) 土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

Ⅲ 新 株 予 約 権

（注） 受託残高 千円

（備考）

1．貸倒引当金又は減価償却累計額を計上する資産については、貸倒引当金又は

減価償却累計額を当該資産から直接控除した価額をもって記載すること。

2．（略）

（注） 受託残高 千円

（備考）

1．貸倒引当金または減価償却引当金を計上する資産については、貸倒引当金また

は減価償却引当金を当該資産から直接控除した価額をもって記載すること。

2．（略）



様式第 31（第 136条関係）

（略）

様式第 11の３（第 24条関係）

（略）



様式第 32（第 137条関係）

表

第 号

割賦販売法第 41条の規定による

立 入 検 査 証

官職及び氏名

写 真

（
押
出
ス
タ
ン
プ
割
印
）

年 月 日 生

年 月 日交付

発行者 印

裏

割 賦 販 売 法 抜 す い

第 41条 経済産業大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員

に、許可割賦販売業者、包括信用購入あつせん業者、個別信用購入あつせ

ん業者、指定信用情報機関、第 35条の３の 61の許可を受けた者、指定受

託機関又は認定割賦販売協会の営業所又は事務所に立ち入り、帳簿、書類

その他の物件を検査させることができる。

２ 経済産業大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、

クレジットカード等購入あつせん業者又は立替払取次業者の営業所又は事

務所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査（クレジットカード番号

等の安全管理の状況に係るものに限る。）させることができる。

様式第 12（第 25条関係）

表

第 号

割賦販売法第 41条第１項の規定による

立 入 検 査 証

職名及び氏名

写 真

（
押
出
ス
タ
ン
プ
割
印
）

年 月 日 生

年 月 日交付

経済産業大臣 印

裏

割 賦 販 売 法 抜 す い

第 41条 経済産業大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員

に、許可割賦販売業者、登録割賦購入あつせん業者、第 35条の３の２の許

可を受けた者又は指定受託機関の本店その他の営業所に立ち入り、帳簿書

類その他の物件を検査させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係人に提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。

第 53条 次の各号のいずれかに該当する者は、10万円以下の罰金に処する。



３ 経済産業大臣は、この法律の施行のため特に必要があると認めるときは、

その必要な限度において、その職員に、包括信用購入あつせん業者から包

括信用購入あつせんに係る業務の委託を受けた者の営業所又は事務所に立

ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査（その委託を受けた包括信用購入

あつせんに係る業務に係るものに限る。）させることができる。

４ 経済産業大臣は、この法律の施行のため特に必要があると認めるときは、

その必要な限度において、その職員に、密接関係者の営業所又は事務所に

立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査（個別信用購入あつせん業者の

第 35条の３の５及び第 35条の３の７の規定の遵守の状況に係るものに限

る。）させることができる。

５ 経済産業大臣は、特定信用情報提供等業務の適正な運営を確保するため

特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、その職員に、

加入包括信用購入あつせん業者、加入個別信用購入あつせん業者その他の

指定信用情報機関を利用する者又は第 35条の３の 42各項の規定による委

託を受けた者の営業所又は事務所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を

検査（当該指定信用情報機関の業務又は財産に係るものに限る。）させるこ

とができる。

６ 前各項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係人に提示しなければならない。

７ 第１項から第５項までの規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のため

に認められたものと解釈してはならない。

第 53条 次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処する。

八 第 41条第１項から第５項までの規定による検査を拒み、妨げ、又は忌

避した者

（備考） （略）

五 第 41条第１項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者

（備考） （略）



（削る） 様式第 13（第 29条関係）

フレキシブルディスク提出票

年 月 日

経済産業大臣殿

氏名又は名称及び法人にあっては、

その代表者の氏名 □印

住 所

割賦販売法（又は割賦販売法施行規則）第 条第 項の規程による申請（、届

出又は提出）に際し提出すべき書類に記載すべきこととされている事項を記載し

たフレキシブルディスクを以下のとおり提出いたします。

本票に添付されているフレキシブルディスクに記載された事項は、事実に相違

ありません。

1．フレキシブルディスクに記載された事項

2．フレキシブルディスクと併せて提出される書類

（備考）

1．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

2．法令の条項については、当該申請（、届出又は提出）の適用条文名を記載する。

3．「フレキシブルディスクに記載された事項」の欄には、フレキシブルディスク

に記載されている事項を記載するとともに、二枚以上のフレキシブルディスク

を提出するときは、フレキシブルディスクごとに整理番号を付し、その番号ご

とに記録されている事項を記載する。

4．「フレキシブルディスクと併せて提出される書類」の欄には、当該申請（、届

出又は提出）の際に本票に添付されているフレキシブルディスクに記載されて



いる事項以外の事項を記載した書類を提出する場合にあっては、その書類名を

記載する。

5．「収入印紙」の欄には、収入印紙をはることとされている書類についてフレキ

シブルディスクによる手続を行う場合にあっては、収入印紙をはり付ける。

6．「押印」の欄には、押印をすることとされている書類についてフレキシブルデ

ィスクによる手続を行う場合にあっては、押印をする。

7．該当事項がない欄は、省略する。



（削る） 様式第 14（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 12条第１項

＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】前払式割賦販売業許可申請書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【適用条文】割賦販売法第 12条第１項

【様式番号】014

【名称】

【本店の所在地】

【その他の営業所及び代理店の名称及び所在地】

【資本又は出資の額】

【役員の氏名】

【前払式割賦販売の方法により販売しようとする指定商品の種類】

【財産に関する調書】

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

科 目 帳 簿 価 格
修正

価格
備考



Ａ 資産の部

ａ 流動資産

(1) 現金

(2) 預金

(3) 受取手形

（貸倒引当金）

(4) 売掛金

(ｲ) 割賦販売に係る売掛金

（貸倒引当金）

(ﾛ) 前払式特定取引に係る売掛金

（貸倒引当金）

(ﾊ) 割賦購入あつせんの証票等に係る

未収債権

（貸倒引当金）

(ﾆ) その他の売掛金

（貸倒引当金）

(5) 有価証券

(6) 商品

(7) 製品

(8) 半製品

(9) 原材料

(10) 仕掛品

(11) 貯蔵品

(12) 前渡金

(13) 前払費用



(14) 短期貸付金

（貸倒引当金）

(15) 立替金

(16) 未収入金

（貸倒引当金）

(17) 未収収益

(18) 前払式割賦販売に係る繰延費用

(19) 前払式特定取引に係る繰延費用

(20) その他の流動資産

ｂ 割賦販売法の規定により供託された営

業保証金及び前受業務保証金

(21) 現金による営業保証金及び前受業務

保証金

(22) 有価証券による営業保証金及び前受

業務保証金

ｃ 固定資産

1 有形固定資産

(23) 建物

(減価償却引当金)

(24) 構築物

(減価償却引当金)

(25) 機械及び装置

(減価償却引当金)

(26) 車両その他の陸上運搬具

(減価償却引当金)



(27) 工具器具及び備品

(減価償却引当金)

(28) 土地

(29) 建設仮勘定

(30) その他の有形固定資産

(減価償却引当金)

2 無形固定資産

(31) 営業権

(32) 借地権

(33) 特許権

(34) 商標権

(35) 実用新案権

(36) 意匠権

(37) 電話加入権

(38) その他の無形固定資産

3 投資

(39) 投資有価証券

(40) 出資金

(41) 長期貸付金

(貸倒引当金)

(42) その他の投資

ｄ 繰延勘定

(43) 前払費用

(44) 創業費

(45) 社債発行差金



(46) 株式発行費

(47) 開発費

(48) 試験研究費

(49) 建設利息

(50) その他の繰延勘定

Ｂ 負債の部

ａ 流動負債

(1) 支払手形

(2) 買掛金

(ｲ) 割賦購入あつせんの証票等に係る

未払債務

(ﾛ) その他の買掛金

(3) 短期借入金

(4) 未払金

(5) 未払費用

(6) 前受金

(ｲ) 前払式割賦販売に係る前受金

(ﾛ) 前払式特定取引に係る前受金

(ﾊ) その他の前受金

(7) 預り金

(8) 前受収益

(9) 法人税等引当金

(10) その他の流動負債

ｂ 固定負債

(11) 社債



(12) 長期借入金

(うち受託事業基金)

(13) 退職給与引当金

(14) その他の固定負債

ｃ 引当金

(15) 価格変動準備金

(16) 海外市場開拓準備金

(17) その他の引当金

ｄ 未実現利益

(18) 割賦販売に係る実現利益

(19) 前払式特定取引に係る未実現利益

(20) 割賦購入あつせんに係る未実現利益

資産の部の合計額から負債の部の合計額を控

除した額（Ａ－Ｂ）

（参考）資本

１ 資本金

（授権株式数）

（発行済株式数）

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金

(2) その他の資本剰余金

３ 利益剰余金

(3) 利益準備金



(4) 任意積立金

(5) 計算日現在未処分利益又は計算日現

在未処理損失

４ 土地再評価差額金

５ 株式等評価差額金

６ 自己株式

（備考）

１ 許可申請書提出日前１月以内の一定の現在における内容を記録すること。

２ 貸倒引当金又は減価償却引当金を計上する資産については、「帳簿価額」の左

欄に貸倒引当金又は減価償却引当金を控除する前の帳簿価額及び貸倒引当金又

は減価償却引当金の額を、「帳簿価額」の右欄に貸倒引当金又は減価償却引当金

を控除した後の帳簿価額を記録し、その他の資産並びに負債及び資本について

は、「帳簿価額」の右欄に帳簿価額を記録すること。

３ 「修正価額」の欄には、割賦販売法施行令第 4 条ただし書の規定により帳簿

価額以外の額による場合における同ただし書に規定する当該資産又は負債の額

を記録すること。

４ 「備考」の欄には、必要に応じ、資産及び負債について当該資産又は負債の内

容及び評価方法を要約して記録すること。

５ 第 10条第４項第６号（第 15条において準用する場合を含む。）に規定する有

価証券は、資産の部(39)投資有価証券から控除し、(5)有価証券に算入すること。

【収支に関する調書】

（自平成 年 月 日 至平成 年 月 日） （単位 千円）

科 目 金 額 備考



Ａ 経常利益

１ 純売上高

２ 割賦未実現利益繰入また

は戻入

３ 前払式特定取引未実現利

益繰入または戻入

４ 営業外収益

(1) 受取利益

(2) 有価証券利息

(3) 受取配当金

(4) その他の営業外収益

Ｂ 経常費用

１ 売上原価

２ 販売費及び一般管理費

３ 営業外費用

(1) 支払利息及び割引料

(2) その他の営業外費用

経常収益の額から経常費用の額

を控除した額（Ａ－Ｂ）

経常収支率（Ａ／Ｂ×100）

（注） 前払式割賦販売または前払式特定取引に係る繰延費用当期増加額 千

円 同当期減少額 千円である。

（備考）

１ 許可申請提出日の直前事業年度について記録すること。

２ 経常利益及び経常費用の計算には、前期損益修正その他通常の営業活動以外



の原因により発生した特別の利益または損失の額は、これを除外すること。

３ 割賦販売に係る未実現利益を貸借対照表の負債の部に計上している場合に

は、その当期増加額は、割賦未実現利益繰入としてこれを経常収益から控除し、

当期減少額は、割賦未実現利益払戻としてこれを経常収益に加えて計算するこ

と。

４ 前払式割賦販売に係る繰延費用を貸借対照表の資産の部に計上している場

合には、その繰延費用の当期増加額及び当期減少額をそれぞれ区分して、注記

欄に記録すること。

【添付情報】

【添付資料】

（許可申請提出日の直前５事業年度（事業年度が６月の法人にあつては直前 10

事業年度）の貸借対照表及び損益計算書）

（前払式割賦販売の方法により販売しようとする指定商品の販売計画、収支計画、

資金計画を記録した許可後５事業年度（事業年度が６月の法人にあつては、許

可後 10事業年度）の業務計画書）

（役員の履歴書）

（申請の日前１年間における指定商品の種類別の前払式割賦販売の方法による販

売額）

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

１ １行は 48字詰めとする。

２ 文字は、日本工業規格Ｘ0208 で定められている図形文字並びにＸ0211 で定め

られている制御文字のうち「復帰」及び「改行」を用いることとし、図は用いて

はならない。

ただし、「【」（日本工業規格Ｘ0208 区点番号（以下「区点番号」という。）1－



58）、「】」（区点番号１－59）、「▲」（区点番号２－５）及び「▼」（区点番号２－

７）は用いてはならない（欄名の前後に「【」（区点番号１―58）及び「】」（区点

番号１－59）を、又は置き換えた文字の前後に「▲」（区点番号２－５）及び「▼」

（区点番号２－７）を用いるときを除く。）。

日本工業規格Ｘ0208 で定められている文字以外の文字を用いようとするとき

は、日本工業規格Ｘ0208で定められている漢字に置き換えて記録し、又はその読

みを平仮名で記録し、それらの前に「▲」（区点２－５）、後ろに「▼」（区点番号

２－７）を付す。

３ 「＜」、「＞」又は「＜」及び「＞」によつて囲まれた欄名は、日本工業規格Ｘ

0201で定められている文字を用いる。

４ 「【様式番号】」の欄には、日本工業規格Ｘ0201で定められている文字を用いる。

５ 文字の符号化表現は、日本工業規格Ｘ0208附属書１で定められている方式を用

いる。

６ 「【財産に関する調書】」及び「【収支に関する調書】」の欄中の数値の記録は、

日本工業規格 X0201で定められている符号を用いる。



（削る） 様式第 15（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 16条第２項（第 18条第２項、第 22条第３項、

第 35条の３、第 35条の３の３において準用）

＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】営業保証金供託届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【許可（登録）番号】

【適用条文】割賦販売法第 16条第 2項

【様式番号】015

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

１ １行は 36字詰めとする。

２ 文字は、日本工業規格 X0208で定められている図形文字並びに X0211で定

められている制御文字のうち「復帰」及び「改行」を用いることとし、図は

用いてはならない。

ただし、「【」（日本工業規格Ｘ0208区点番号（以下「区点番号」という。）

１－58）、「】」（区点番号１－59）、「▲」（区点番号２－５）及び「▼」（区点

番号２－７）は用いてはならない（欄名の前後に「【」（区点番号１―58）及



び「】」（区点番号１－59）を、又は置き換えた文字の前後に「▲」（区点番号

２－５）及び「▼」（区点番号２－７）を用いるときを除く。）。

日本工業規格 X0208で定められている文字以外の文字を用いようとすると

きは、日本工業規格 X0208で定められている漢字に置き換えて記録し、又は

その読みを平仮名で記録し、それらの前に「▲」（区点番号２－５）、後ろに

「▼」（区点番号２－７）を付す。

３ 「＜」、「＞」又は「＜」及び「＞」によつて囲まれた欄名は、日本工業規

格 X0201で定められている文字を用いる。

４ 「【様式番号】」の欄には、日本工業規格 X0201で定められている文字を用

いる。

５ 文字の符号化表現は、日本工業規格 X0208附属書１で定められている方式

を用いる。



（削る） 様式第 16（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 18条の 4第１項（第 22条第２項、第 35

条の３の３において準用）＜／TITLE＞＜／HEAD＞＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】前受金保全措置届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【許可番号】

【適用条文】割賦販売法第 18条の４第１項

【様式番号】016

【前受金保全措置に関する情報】

1基準日

2 基準日において供託している営業保証金の額

(ｲ)

3基準日における前受金の額(ﾛ)

4基準額(ﾊ)＝(ﾛ)×1／2－(ｲ)

5前受金保全措置の内容

(1)供託所名

(2)前受業務保証金の供託

イ 金銭の供託



供 託 年 月

日

供 託 番 号 供 託 金 額

供託金額計(ﾆ)

ロ 有価証券の供託

ハ振替国債の供託

供託年

月日

供託

番号

名称

回記

号

番号 枚数

券面

額

券面

額計

割合

供託

価額

券面額計

供託価額計(ﾎ)

供託年月

日

供託番

号

銘柄 金額 割合 供託価

額

金額計

供託価額計(ﾍ)

(3)前受業務保証金供託委託契約の締結



受 託 者 名 契約年月日 契約対象期

間

供 託 額

委託額計(ﾄ)

6前受金保全措置を講じた額(ﾁ)＝(ﾆ)＋(ﾎ)＋(ﾍ)＋(ﾄ)

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

１ 「【前受金保全措置に関する情報】」の欄中の数値の記録は、日本工業

規格 X0201で定められている符号を用いる。

２ 「前受金保全措置に関する情報」の欄中、表への記録については、以

下のとおりとする。

イ 「割合」の欄には、割賦販売法施行規則第５条第１項第１号又は第

２号（第 15条において準用する場合を含む。）に規定する割合を記録

すること。

ロ 「契約対象期間」の欄には、その期間内に許可割賦販売業者若しく

は法第 35条の３の２の許可を受けた者が法第 27条第１項各号(法第

35条の３の３において準用する場合を含む。)の一に該当することと

なつた場合又は受託者が法第 20条の３第３項(法第 35条の３の３に

おいて準用する場合を含む。)の規定による指示を受けた場合におい

て、受託者が委託額に相当する額の前受業務保証金の供託することを

約した期間を記録すること。



３ 単位は円を用いること。

４ 様式第 14の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 17（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 18条の５第３項（第 35条の３の３において

準用）＜／TITLE＞＜／HEAD＞＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】前受業務保証金取戻し承認申請書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【許可番号】

【適用条文】割賦販売法第 18条の 5第 3項

【様式番号】017

【前受業務保証金取戻しに関する情報】

1基準日

2基準日において供託している営業保証金の額(ｲ)

3現に講じている前受金保全措置の内容

(1)供託所名

(2)前受業務保証金の供託

イ 金銭の供託

供 託 年 月 日 供 託 番 号 供 託 金 額



供託金額計(ﾛ)

ロ 有価証券の供託

供託年

月日

供託

番号
名称
回記

号
番号 枚数

券面

額

券面

額計
割合
供託

価額

券面額計

供託価額計(ﾊ)

ハ振替国債の供託

供託年月日 供託番号 銘 柄 金 額 割 合 供託価額

金額計

供託価額計(ﾆ)

(3)前受業務保証金供託委託契約の締結

受 託 者 名 契約年月日 契約対象期間 委 託 額



委託額計(ﾎ)

(4)前受金保全措置を講じてる額(ﾍ)＝(ﾛ)＋(ﾊ)＋(ﾆ)＋(ﾎ)

4基準日における前受金の額(ﾄ)

5基準額(ﾁ)＝(ﾄ)×1／2－(ｲ)

6取戻しができる前受業務保証金の額(ﾍ)－(ﾁ)

7取戻しをしようとする前受業務保証金

(1)供託所名

(2)金銭

金 銭 供 託 年 月 日 供 託 番 号

金額計

(3)有価証券

供託年

月日

供託

番号
名称
回記

号
番号 枚数

券面

額

券面

額計

供託

価額

券面額計

供託価額計

(4)振替国債

供託年月日 供託番号 銘 柄 金 額 供託価額



金額計

供託価額計

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

１ 「【前受金保全措置取戻しに関する情報】」の欄中の数値の記録

は、日本工業規格 X0201で定められている符号を用いる。

２ 単位は円を用いること。

３ 様式第 14の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 18（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 18条の５第５項（第 35条の３の３において準

用）＜／TITLE＞＜／HEAD＞＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】前受業務保証金供託委託契約解除承認申請書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【許可番号】

【適用条文】割賦販売法第 18条の 5第 5項

【様式番号】018

【前受業務保証金供託委託契約解除に関する情報】

1基準日

2基準日において供託している営業保証金の額(ｲ)

3現に講じている前受金保全措置の内容

(1)供託所名

(2)前受業務保証金の供託

イ 金銭の供託

供 託 年 月 日 供 託 番 号 供 託 金 額



供託金額計(ﾛ)

ロ 有価証券の供託

供託年

月日

供託

番号
名称
回記

号

番

号
枚数
券面

額

券面

額計
割合
供託

価額

券面額計

供託価額計(ﾊ)

ハ振替国債の供託

供託年月日 供託番号 銘 柄 金 額 割 合 供託価額

金額計

供託価額計(ﾆ)

(3)前受業務保証金供託委託契約の締結

受 託 者 名 契約年月日 契約対象期間 委 託 額



委託額計(ﾎ)

(4)前受金保全措置を講じている額(ﾍ)＝(ﾛ)＋(ﾊ)＋(ﾆ)＋(ﾎ)

4基準日における前受金の額(ﾄ)

5基準額(ﾁ)＝(ﾄ)×1／2－(ｲ)

6解除することができる供託委託契約の契約額

7解除しようとする供託委託契約の内容

受託者

名

契約年

月日

契約対

象期間
委託額

契約解除

年月日
解除額 備 考

委託額計

解除額計

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

１ 「【前受業務保証金供託委託契約解除に関する情報】」の欄中の数値の記

録は、日本工業規格 X0201で定められている符号を用いる。

２ 単位は円を用いること。

３ 様式第 14の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 19（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 18条の６第１項（第 35条の３の３において

準用）＜／TITLE＞＜／HEAD＞＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】承継届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【許可番号】

【適用条文】割賦販売法第 18条の 6第 1項

【様式番号】019

【承継の原因】

【被承継者の住所】

【被承継者の名称及び代表者の氏名】

【許可年月日】

【添付情報】

【添付資料】

（役員の履歴書）

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式第 15の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 20（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 19条第１項（第 35条の３の３、第 35条の６

において準用）＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】変更届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【許可番号】

【適用条文】割賦販売法第 19条第１項

【様式番号】020

【変更した事項】

【変更した年月日及び理由】

【添付情報】

【添付資料】

（役員の履歴書）

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式第 15の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 21（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 19条第２項（第 35条の３の３において準用）

＜／TITLE＞＜／HEAD＞＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】前払式割賦販売契約約款（前払式特定取引契約約款）変更届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【許可番号】

【適用条文】割賦販売法第 19条第 2項

【様式番号】021

【変更しようとする事項】

【変更しようとする年月日及び理由】

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式第 15の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 22（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法施行規則第８条第１項（第 15条において準用）

＜／TITLE＞＜／HEAD＞＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】帳簿備付営業所届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【許可番号】

【適用条文】割賦販売法施行規則第８条第１項

【様式番号】022

【理由】（主たる営業所に備える帳簿に規則第８条第４項各号に掲げる事項を

すべて記載することが困難な理由）

【帳簿を備える従たる営業所の名称等】

【備付開始年月日】

【帳簿を備える従たる営業所の名称及び所在地】

【営業所又は代理店の名称又は所在地】（上記の営業所に備える帳簿に規則第

８条第４項各号に掲げる事項が記載される営業所又は代理店の名称及び所在

地）

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式 15の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 23（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 26条第１項（第 35条の３、第 35条の３の３

において準用）

＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】営業廃止届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【届出者の氏名】

【住所】

【許可（登録）番号】

【適用条文】割賦販売法第 26条第１項

【様式番号】023

【廃止した年月日及び理由】

【届出者との関係】（届出者と許可割賦販売業者、割賦購入あつせん業者、法

第 35条の３の２の許可を受けた者との関係）

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式第 15の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 24（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 32条第１項

＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】割賦購入あつせん業者登録申請書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【適用条文】割賦販売法第 32条第１項

【様式番号】024

【名称】

【本店の所在地】

【その他の営業所の名称及び所在地】

【資本又は出資の額】

【役員の氏名】

【財産に関する調書】

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

科 目 帳 簿 価 格
修正

価格
備 考

A 資産の部



ａ 流動資産

(1) 現金

(2) 預金

(3) 受取手形

（貸倒引当金）

(4) 売掛金

(ｲ) 割賦販売に係る売

掛金

（貸倒引当金）

(ﾛ) 前払式特定取引に

係る売掛金

（貸倒引当金）

(ﾊ) 割賦購入あつせん

の証票等に係る未

収債権

（貸倒引当金）

(ﾆ) その他の売掛金

（貸倒引当金）

(5) 有価証券

(6) 商品

(7) 製品

(8) 半製品

(9) 原材料

(10) 仕掛品

(11) 貯蔵品



(12) 前渡金

(13) 前払費用

(14) 短期貸付金

（貸倒引当金）

(15) 立替金

(16) 未収入金

（貸倒引当金）

(17) 未収収益

(18) 前払式割賦販売に

係る繰延費用

(19) 前払式特定取引に

係る繰延費用

(20) その他の流動資産

ｂ 割賦販売法の規定によ

り供託された営業保証金

及び前受業務保証金

(21) 現金による営業保

証金及び前受業務保

証金

(22) 有価証券による営

業保証金及び前受業

務保証金

ｃ 固定資産

1 有価固定資産

(23) 建物



（減価償却引当金）

(24) 構築物

（減価償却引当金）

(25) 機械及び装置

（減価償却引当金）

(26) 車両その他の陸上

運搬具

（減価償却引当金）

(27) 工具器具及び備品

（減価償却引当金）

(28) 土地

(29) 建設仮勘定

(30) その他の有形固定

資産

（減価償却引当金）

2 無形固定資産

(31) 営業権

(32) 借地権

(33) 特許権

(34) 商標権

(35) 実用新案権

(36) 意匠権

(37) 電話加入権

(38) その他の無形固定

資産



3 投資

(39) 投資有価証券

(40) 出資金

(41) 長期貸付金

（貸倒引当金）

(42) その他の投資

ｄ 繰延勘定

(43) 前払費用

(44) 創業費

(45) 社債発行差金

(46) 株式発行費

(47) 開発費

(48) 試験研究費

(49) 建設利息

(50) その他の繰延勘定

Ｂ 負債の部

1 流動負債

(1) 支払手形

(2) 買掛金

(ｲ) 割賦購入あつせん

の証票等に係る未払

債務

(ﾛ) その他の買掛金

(3) 短期借入金

(4) 未収金



(5) 未払費用

(6) 前受金

(ｲ) 前払式割賦販売に

係る前受金

(ﾛ) 前払式特定取引に

係る前受金

(ﾊ) その他の前受金

(7) 預り金

(8) 前受収益

(9) 法人税等引当金

(10) その他の流動負債

2 固定負債

(11) 社債

(12) 長期借入金

（うち受託事業基金）

(13) 退職給与引当金

(14) その他の固定負債

3 引当金

(15) 価格変動準備金

(16) 海外市場開拓準備

金

(17) その他の引当金

4 未実現利益

(18) 割賦販売に係る未

実現利益



(19) 前払式特定取引に

係る未実現利益

(20) 割賦購入あつせん

に係る未実現利益

資産の部の合計額から負債の

部の合計額を控除した額

（Ａ－Ｂ）

（参考）資本

1 資本金

（授権株式数）

（発行済株式数）

2 資本準備金

(1) 資本準備金

(2) その他資本剰余金

3 利益剰余金

(3) 利益準備金

(4) 任意積立金

(5) 計算日現在未処分利

益又は計算日現在未

処理損失

4 土地再評価差額金

5 株式等評価差額金

6 自己株式

（備考）

１ 登録申請書提出日前１月以内の一定の日の現在においての内容を記録す



ること。

２ 貸倒引当金又は減価償却引当金を計上する資産については、「帳簿価額」

の左欄に貸倒引当金又は減価償却引当金を控除する前の帳簿価額及び貸倒

引当金又は減価償却引当金の額を、「帳簿価額」の右欄に貸倒引当金又は減

価償却引当金を控除した後の帳簿価額を記録し、その他の資産並びに負債及

び資本については、「帳簿価額」の右欄に帳簿価額を記録すること。

３ 「修正価額」の欄には、割賦販売法施行令第４条ただし書の規定により帳

簿価額以外の額による場合における同ただし書に規定する当該資産又は負

債の額を記録すること。

４ 「備考」の欄には、必要に応じ、資産及び負債について当該資産又は負債

の内容及び評価方法を要約して記録すること。

【添付情報】

【添付資料】

（登録申請提出日の直前事業年度の貸借対照表及び損益計算書）

（役員の履歴書）

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

１ 「【財産に関する調書】」の欄中の数値の記録は、日本工業規格Ｘ0201で定め

られている符号を用いる。

２ 様式第 14の備考第１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 25（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 33条の３第１項

＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】変更登録申請書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【登録番号】

【適用条文】割賦販売法第 33条の３第１項

【様式番号】025

【変更した事項】

【変更の年月日及び理由】

【添付情報】

【添付資料】

（役員の履歴書）

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式第 15の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 26（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 35条の３の３において準用する法第 12条第１項

＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】前払式特定取引業許可申請書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【適用条文】割賦販売法第 35条の３の３において準用する法第 12条第１項

【様式番号】026

【名称】

【本店の所在地】

【その他の営業所及び代理店の名称及び所在地】

【資本又は出資の額】

【役員の氏名】

【前払式特定取引の方法により取引しようとする商品又は指定役務の種類又は範

囲】

【財産に関する調書】

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

科 目 帳 簿 価 格
修 正

価 格

備 考



Ａ 資産の部

ａ 流動資産

(1) 現金

(2) 預金

(3) 受取手形

（貸倒引当金）

(4) 売掛金

(ｲ) 割賦販売に係る売掛金

（貸倒引当金）

(ﾛ) 前払式特定取引に係る売掛金

（貸倒引当金）

(ﾊ) 割賦購入あつせんの証票等に係

る未収債権

（貸倒引当金）

(ﾆ) その他の売掛金

(貸倒引当金)

(5) 有価証券

(6) 商品

(7) 製品

(8) 半製品

(9) 原材料

(10) 仕掛品

(11) 貯蔵品

(12) 前渡金

(13) 前払費用



(14) 短期貸付金

（貸倒引当金）

(15) 立替金

(16) 未収入金

（貸倒引当金）

(17) 未収収益

(18) 前払式割賦販売に係る繰延費

用

(19) 前払式特定取引に係る繰延費

用

(20) その他の流動資産

ｂ 割賦販売法の規定により供託され

た営業保証金及び前受業務保証金

(21) 現金による営業保証金及び前

受業務保証金

(22) 有価証券による営業保証金及

び前受業務保証金

ｃ 固定資産

1 有形固定資産

(23) 建物

（減価償却引当金）

(24) 構築物

（減価償却引当金）

(25) 機械及び装置

（減価償却引当金）



(26) 車両その他の陸上運搬具

（減価償却引当金）

(27) 工具器具及び備品

（減価償却引当金）

(28) 土地

(29) 建築仮勘定

(30) その他の有形固定資産

（減価償却引当金）

2 無形固定資産

(31) 営業権

(32) 借地権

(33) 特許権

(34) 商標権

(35) 実用新案権

(36) 意匠権

(37) 電話加入権

(38) その他の無形固定資産

3 投資

(39) 投資有価証券

(40) 出資金

(41) 長期貸付金

（貸倒引当金）

(42) その他の投資

ｄ 繰延勘定

(43) 前払費用



(44) 創業費

(45) 社債発行差金

(46) 株式発行費

(47) 開発費

(48) 試験研究費

(49) 建設利息

(50) その他の繰延勘定

Ｂ 負債の部

ａ 流動負債

(1) 支払手形

(2) 買掛金

(ｲ) 割賦購入あつせんの証票等に

係る未払債務

(ﾛ) その他の買掛金

(3) 短期借入金

(4) 未払金

(5) 未払費用

(6) 前受金

(ｲ) 前払式割賦販売に係る前受金

(ﾛ) 前払式特定取引に係る前受金

(ﾊ) その他の前受金

(7) 預り金

(8) 前受収益

(9) 法人税等引当金

(10) その他の流動負債



ｂ 固定負債

(11) 社債

(12) 長期借入金

（うち受託事業基金）

(13) 退職給与引当金

(14) その他の固定負債

ｃ 引当金

(15) 価格変動準備金

(16) 海外市場開拓準備金

(17) その他の引当金

ｄ 未実現利益

(18) 割賦販売に係る実現利益

(19) 前払式特定取引に係る未実現

利益

(20) 割賦購入あつせんに係る未実

現利益

資産の部の合計額から負債の部の合計額

を控除した額（Ａ－Ｂ）

（参考）資本

1 資本金

（授権株式数）

（発行済株式数）

2 資本剰余金

(1) 資本準備金



(2) その他資本剰余金

3 利益剰余金

(3) 利益準備金

(4) 任意積立金

(5) 計算日現在未処分利益又は計算

日現在未処理損失

4 土地再評価差額金

5 株式等評価差額金

6 自己株式

（備考）

１ 許可申請書提出日前１月以内の一定の日の現在における内容を記録するこ

と。

２ 貸倒引当金又は減価償却引当金を計上する資産については、「帳簿価額」の左

欄に貸倒引当金又は減価償却引当金を控除する前の帳簿価額及び貸倒引当金又

は減価償却引当金の額を、「帳簿価額」の右欄に貸倒引当金又は減価償却引当金

を控除した後の帳簿価額を記録し、その他の資産並びに負債及び資本について

は、「帳簿価額」の右欄に帳簿価額を記録すること。

３ 「修正価額」の欄には、割賦販売法施行令第４条ただし書の規定により帳簿

価額以外の額による場合における同ただし書に規定する当該資産又は負債の額

を記録すること。

４ 「備考」の欄には、必要に応じ、資産及び負債について当該資産又は負債の

内容及び評価方法を要約して記録すること。

５ 第 10条第４項第６号（第 15条において準用する場合を含む。）に規定する有

価証券は、資産の部(39)投資有価証券から控除し、(5)有価証券に算入すること。

【収支に関する調書】



（自平成 年 月 日 至平成 年 月 日） （単位 千円）

科 目 金 額 備 考

Ａ 経常利益

1 純売上高

2 割賦未実現利益繰入または戻入

3 前払式特定取引未実現利益繰入

または戻入

4 営業外収益

(1) 受取利益

(2) 有価証券利息

(3) 受取配当金

(4) その他の営業外収益

Ｂ 経常費用

1 売上原価

2 販売費および一般管理費

3 営業外費用

(1) 支払利息および割引料

(2) その他の営業外費用

経常収益の額から経常費用の額を控除

した額（Ａ－Ｂ）

経常収支率（Ａ／Ｂ×100）

（注） 前払式割賦販売または前払式特定取引に係る繰延費用当期増加額 千



円 同当期減少額 千円である。

（備考）

１ 許可申請提出日の直前事業年度について記録すること。

２ 経常収益および経常費用の計算には、前期損益修正その他通常の営業活動以

外の原因により発生した特別の利益または損失の額は、これを除外すること。

３ 前払式特定取引に係る未実現利益を貸借対照表の負債の部に計上している場

合には、その当期増加額は、前払式特定取引実現利益繰入としてこれを経常収

益から控除し、当期減少額は、前払式特定取引未実現戻入としてこれを経常収

益に加えて計算すること。

４ 前払式特定取引に係る繰延費用を貸借対照表の資産の部に計上している場合

には、その繰延費用の当期増加額および当期減少額をそれぞれ区分して、注記

欄に記録すること。

【添付情報】

【添付資料】

（許可申請提出日の直前５事業年度（事業年度が６月の法人にあつては直前

10事業年度）の貸借対照表及び損益計算書）

（前払式特定取引の方法による取引の計画、収支計画、資金計画を記録した

許可後５事業年度（事業年度が６月の法人にあつては、許可後 10事業年度）

の業務計画書）

（役員の履歴書）

（申請の日前１年間における前払式特定取引の方法による取引額）

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式第 14の備考１から６までと同様とする。



（削る） 様式第 27（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 35条の４第２項＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】指定受託機関指定申請書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【適用条文】割賦販売法第 35条の４第２項

【様式番号】027

【商号】

【本店の所在地】

【その他の営業所の名称及び所在地】

【資本金の額】

【役員の氏名】

【財産に関する調書】

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

科 目 帳簿価格
修正

価格

備考



Ａ 資産の部

ａ 流動資産

(1) 現金

(2) 預金

(3) 受取手形

（貸倒引当金）

(4) 売掛金

(ｲ) 割賦販売に係る売掛金

（貸倒引当金）

(ﾛ) 前払式特定取引に係る売掛金

（貸倒引当金）

(ﾊ) 割賦購入あつせんの証票等に係る未

収債権

（貸倒引当金）

(ﾆ) その他の売掛金

（貸倒引当金）

(5) 有価証券

(6) 商品

(7) 製品

(8) 半製品

(9) 原材料

(10) 仕掛品

(11) 貯蔵品

(12) 前渡金

(13) 前払費用



(14) 短期貸付金

（貸倒引当金）

(15) 立替金

(16) 未収入金

（貸倒引当金）

(17) 未収収益

(18) 前払式割賦販売に係る繰延費用

(19) 前払式特定取引に係る繰延費用

(20) その他の流動資産

ｂ 割賦販売法の規定により供託された営

業保証金及び前受業務保証金

(21) 現金による営業保証金及び前受業務

保証金

(22) 有価証券による営業保証金及び前受

業務保証金

ｃ 固定資産

1 有形固定資産

(23) 建物

（減価償却引当金）

(24) 構築物

（減価償却引当金）

(25) 機械及び装置

（減価償却引当金）

(26) 車両その他の陸上運搬具

（減価償却引当金）



(27) 工具器具及び備品

（減価償却引当金）

(28) 土地

(29) 建設仮勘定

(30) その他の有形固定資産

（減価償却引当金）

2 無形固定資産

(31) 営業権

(32) 借地権

(33) 特許権

(34) 商標権

(35) 実用新案権

(36) 意匠権

(37) 電話加入権

(38) その他の無形固定資産

3 投資

(39) 投資有価証券

(40) 出資金

(41) 長期貸付金

（貸倒引当金）

(42) その他の投資

ｄ 繰延勘定

(43) 前払費用

(44) 創業費

(45) 社債発行差金



(46) 株式発行費

(47) 開発費

(48) 試験研究費

(49) 建設利息

(50) その他の繰延勘定

Ｂ 負債の部

1 流動負債

(1) 支払手形

(2) 買掛金

(ｲ) 割賦購入あつせんの証票等に係る

未払債務

(ﾛ) その他の買掛金

(3) 短期借入金

(4) 未払金

(5) 未払費用

(6) 前受金

(ｲ) 前払式割賦販売に係る前受金

(ﾛ) 前払式特定取引に係る前受金

(ﾊ) その他の前受金

(7) 預り金

(8) 前受収益

(9) 法人税等引当金

(10) その他の流動負債

2 固定負債

(11) 社債



(12) 長期借入金

（うち受託事業基金）

(13) 退職給与引当金

(14) その他の固定負債

3 引当金

(15) 価格変動準備金

(16) 海外市場開拓準備金

(17) その他の引当金

4 未実現利益

(18) 割賦販売に係る未払実現利益

(19) 前払式特定取引に係る未実現利益

(20) 割賦購入あつせんに係る未実現利益

資産の部の合計額から負債の部の合計額を控

除した額（Ａ－Ｂ）

（参考）資本

1 資本金

（授権株式数）

（発行済株式数）

2 資本剰余金

(1) 資本準備金

(2) その他資本剰余金

3 利益剰余金

(3) 利益準備金

(4) 任意積立金



(5) 計算日現在未処分利益又は計算日現

在未処理損失

4 土地再評価差額金

5 株式等評価差額金

6 自己株式

（備考）

１ 指定申請書提出日前１月以内の一定の日の現在における内容を記録するこ

と。

２ 貸倒引当金又は減価償却引当金を計上する資産については、「帳簿価額」の

左欄に貸倒引当金又は減価償却引当金を控除する前の帳簿価額及び貸倒引当

金又は減価償却引当金の額を、「帳簿価額」の右欄に貸倒引当金又は減価償却

引当金を控除した後の帳簿価額を記録し、その他の資産並びに負債及び資本に

ついては、「帳簿価額」の右欄に帳簿価額を記録すること。

３ 「修正価額」の欄には、割賦販売法施行令第４条ただし書の規定により帳簿

価額以外の額による場合における同ただし書に規定する当該資産又は負債の

額を記録すること。

４ 「備考」の欄には、必要に応じ、資産及び負債について当該資産又は負債の

内容及び評価方法を要約して記録すること。

【収支に関する調書】

（自平成 年 月 日 至平成 年 月 日） （単位 千円）

科 目 金 額 備 考

Ａ 経常収益

1 純売上高

2 割賦未実現利益繰入または



戻入

3 前払式特定取引未実現利益繰

入または戻入

4 営業外収益

(1) 受取利息

(2) 有価証券利息

(3) 受取配当金

(4) その他の営業外収益

Ｂ 経常費用

1 売上原価

2 販売費および一般管理費

3 営業外費用

(1) 支払利息および割引料

(2) その他の営業外費用

経常収益の額から経常費用の額を

控除した額（Ａ－Ｂ）

経常収支率（Ａ－Ｂ×100）

（備考）

１ 指定申請書提出日の直前事業年度について記録すること。

２ 経常収益および経常費用の計算には、前期損益修正その他通常の営業活動以

外の原因により発生した特別の利益または損失の額は、これを除外すること。

【添付情報】

【添付資料】



（業務方法書）

（事業計画書）

（前受業務保証金供託委託契約約款）

（指定申請書提出日の直前 2 事業年度（事業年度が 6 月の法人にあつては

直前 4事業年度）の貸借対照表及び損益計算書）

（役員の履歴書）

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式第 14の備考１から６までと同様とする。



（削る） 様式第 28（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 35条の７第１項＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】受託事業廃止届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【届出者の氏名】

【住所】

【指定番号】

【適用条文】割賦販売法第 35条の７第１項

【様式番号】028

【廃止した年月日および理由】

【届出者と指定受託機関との関係】

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式第 15の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 29（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 35条の８第２項＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】事業計画変更届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【指定番号】

【適用条文】割賦販売法第 35条の８第２項

【様式番号】029

【変更した事項】

【変更した年月日および理由】

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

様式第 15の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 30（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法第 35条の８第３項＜TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】事業報告書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【指定番号】

【適用条文】割賦販売法第 35条の８第３項

【様式番号】030

【 年度事業報告書】

【第 期自 年 月 日至 年 月 日】

【事業の概念】

【株主総会に関する事項（株主総会招集の年月日、通知した事項及び決議した

概要等）】

【取締役会又は執行役に関する事項（取締役会招集又は執行役決定の年月日、

決議又は決定した事項の概要等）】

【供託委託契約に関する事項（期末現在における委託者別供託委託契約締結状

況明細表）】

（単位 千円）

委 託 者 名 受 託 額 委 託 者 名 受 託 額



そ の 他

合 計

（備考）

上位 30社について記録すること。

【株主に関する事項（大株主名簿）】

（単位 株、単位 ％）

名 称 所有株式数 株式総数に対する割合

（備考）

当該事業年度末現在において、最も大口の株主から順次 30位までの者につ

いて記録すること。

【比較貸借対照表】

（単位 千円）

科 目

第 期

（ 年 月 日）

第 期

（ 年 月 日）

内訳 金額 構 成

比

内訳 金額 構 成

比

資 産 の 部



Ａ 流動資産

1 現金及び預金

2 受取手形

貸倒引当金

3 未収入金

貸倒引当金

4 有価証券

5 自己株式

6 短期貸付金

貸倒引当金

7 前払費用

8 未収収益

9 その他の流動資産

流動資産合計

Ｂ 固定資産

1 有形固定資産

(1) 建物

減価償却引当金

(2) 構築物

減価償却引当金

(3) 車輛運搬具



減価償却引当金

(4) じゆう器備品

減価償却引当金

(5) 土地

(6) 建設仮勘定

(7) ･･････････

有形固定資産合計

2 無形固定資産

(1) 営業権

(2) 借地権

(3) 長期前払費用

(4) ･･････････

無形固定資産合計

3 投資

(1) 投資有価証券

(2) 借室保証金

(3) 退職給与引当特定

資産

(4) その他の投資

投資合計



固定資産合計

Ｃ 繰延資産

1 創業費

2 株式発行費

3 社債発行費

4 社債発行差金

5 ･･････････

繰延資産合計

資産合計

負 債 の 部

Ａ 流動負債

1 供託備金

2 支払手形

3 短期借入金

4 未払費用

5 未払金

6 預り金

7 前受金



8 前受収益

9 納税引当金

10 その他の流動負債

流動負債合計

Ｂ 固定負債

1 長期借入金

（うち受託事業基金）

2 社債

3 退職給与引当金

4 割賦未払金

5 その他の固定負債

固定負債合計

Ｃ 引当金

1 供託備金

2 責任準備金

3 特定償却引当金

4 価格変動準備金

5 保険差益引当金

6 ･･････････



引当金合計

負債合計

資 本 の 部

Ａ 資本金

1 資本金

（授権株式数×××株）

（発行済株式数×××

株）

2 新株払込金

Ｂ 資本剰余金

1 資本準備金

2 その他の資本準備金

Ｃ 利益剰余金

1 利益準備金

2 任意積立金

(1) 退職給与積立金

(2) ･･････････

3 受託事業基金



4 当期未処分利益

(1) 前期繰越利益

(2) 当期利益

Ｄ 土地再評価差額金

Ｅ 株式等評価差額金

Ｆ 自己株式

資本合計

負債資本合計

（注記）

期末受託残高 千円

【比較損益計算書】

（単位 千円）

科 目

第 期

自 年 月 日

至 年 月 日

第 期

自 年 月 日

至 年 月 日

内 訳 金額 構成比 内 訳 金額 構成比

経常損益の部

A 営業損益



1 収入手数料

2 代位供託額

3 供託備金繰入

4 ･･･････････

5 一般管理費

人件費

(1)役員報酬

(2)給料

(3)諸手当

(4)賞与

(5)退職金

(6)法定福利費

(7)厚生費

(8)福利施設費

物件費

(1)修繕維持費

(2)事務用品費

(3)事務機械費

(4)図書印刷費

(5)旅費

(6)交通費

(7)通信費



(8)用水光熱費

(9)調査研究費

(10)会議費

(11)協会費及び

諸会費

(12)業務推進費

(13)広告宣伝費

(14)交際費

(15)寄附金

(16)地代家賃

(17)保険料

(18)雑費

6 その他の費用

(1)租税公課

(2)減価償却費

営業利益

B 営業外損益

1 営業外収益

(1)受取利息

(2)有価証券利益

(3)受取配当金

(4)有価証券売却



費

(5)雑収入

2 営業外費用

(1)支払利息及び

割引料

(2)社債利息

(3)社債発行費償

却

(4)社債発行差金

償却

(5)創業費償却

(6)有価証券売却

損

(7)事業税

(8)納付所得税等

(9)雑支出

経常利益

特別損益の部

C 特別利益

1 退職給与積立

金取崩額

2 供託備金戻入



3 責任準備金戻

入

4 特別償却引当

金戻入

5 価格変動準備

金戻入

6 固定資産売却

益

7 ･･･････････

D 特別損失

1 責任準備金繰

入

2 特別償却額

3 価格変動準備

金繰入

4 臨時損失

5 固定資産売却

損

6 ･･･････････

税引前利益

税金

当期利益

前期繰越利益



当期未処分利益

【比較利益処分計算書】

（単位 千円）

第 期

年 月 日

第 期

年 月 日

内 訳 金 額 内 訳 金 額

Ａ 当期未処分利益

1 前期繰越利益

2 当期利益

Ｂ 利益処分額

1 利益準備金

2 配当金

3 役員賞与金

4 任意積立金

(1) 退職給与積立金

(2) ･･････････

5 受託事業基金

Ｃ 次期繰越利益



【銀行預金明細表】

（単位 円）

銀行名
定期

預金

通知

預金

普通

預金

当座

預金
合計 摘要

合計 ※

【金銭信託明細表】

（単位 千円）

信託会社名
指定金

銭信託

特定金

銭信託
計 摘用

計 ※

【有価証券明細表】

（単位 千円）

株

式

銘 柄 1株の金額 枚数
取得価

額
貸借対照表計上額 摘要



計 ※ ※

公社

債・

国債

及び

地方

債

銘 柄 券面総額
取得価

額
貸借対照表計上額 摘要

計 ※

そ

の

他

の

有

価

証

券

種類及び

銘柄
取得価額又は出資総額 貸借対照表計上額 摘要

計 ※

（備考）

１ 「銘柄」及び「種類及び銘柄」の欄は、貸借対照表に掲げる資産の科目

の種類別に記録すること。

２ 公社債の銘柄は、「何会社物上担保付社債」のように記録し、国債及び

地方債の銘柄は、「何分利付国債」又は「何分利付何債」のように記録す

ること。



【信託有価証券明細表】

（単位 円）

信託会社名 銘柄
信託の種

類

債券額又は株

数
貸借対照表計上額 摘要

計 ※ ※ ※

（備考）

公社債の銘柄は、「何会社物上担保付社債」のように記録し、国債及び地

方債の銘柄は、「何分利付国債」又は「何分利付何債」のように記録する

こと。

【貸付金明細表】

（単位 円）

借主の氏名又は

借用証書の番号
金額

年利

率％

償還期限及び償還

の方法
担保

計 ※ ※ ※

【有価固定資産明細表】

（単位 円）

資産の 期首 当期 当期 期末 減価償却 差引期 摘要



種類 残高 増加額 減少額 残高 引当金 末残高

計 ＊ ＊ ＊

（備考）

１ 「資産の種類」の欄は、貸借対照表に掲げる資産の科目の種類別に記録

すること。

２ 期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の各欄は、当該資産の

取得原価によって記録すること。

３ 減価償却引当金は、減価償却引当金の累計額を記録すること。

４ 特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の理

由により取得原価の修正が行われた場合には、当該再評価差額等について

は、「当期増加額」又は「当期減少額」の欄に内書（括弧書）として記録

し、その増減の事由を「摘要」の欄に記録すること。

５ 著しい増減については、その事由を「摘要」の欄に記録すること。

【無形固定資産明細表】

（単位 円）

資産の種

類

取得

原価

当期

増加額

当期

減少額

減価償却累

計額

期末現在

高
摘要



計 ※

（備考）

１ 「資産の種類」の欄には、貸借対照表に掲げる資産の科目の種類別に記

録すること。

２ 特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の理

由により取得原価の修正が行われた場合には、当該再評価差額等について

は、「当期増加額」又は「当期減少額」の欄に内書（括弧書）として記録

し、その増減の事由を「摘要」の欄に記録すること。

３ 著しい増減については、その理由を「摘要」の欄に記録すること。

【供託備金明細表】

（単位 円）

委託者名 金額 供託履行予定年月日 積立の理由 摘 要

計 ※ ※ ※

（備考）

前受業務保証金その他の金額について訴訟が係属しているものにあつて

は、その旨「摘要」の欄に記録すること。

【責任準備金明細表】

（単位 千円）

算 出 方 法 内訳 金額



法第 35条の 10第 1号により算出した額（未経過手数料） ※ イ

法第 35条の 10第 2号により算出した額（収支残高） ※ ロ

(1) 収入手数料 ※

(2) 代位供託履行 ※

(3) 当該委託者からの収入金 ※

(4) (2)－(3) ※

(5) 当該契約に係る供託備金 ※

(6) 事業費 ※

(7) (1)－(4)－(5)－(6) ※

繰入額（イ、ロのいずれか多い金額） ※

【受託事業基金源資預託明細表】

（単位 円）

受託事業基金の

預託者の名称

前期期末

残高

当期払戻額 当期期末

残高
摘要

小計 名

その他の預託者

計 名 ※

（備考）

１ 「受託事業基金の預託者の名称」の欄には、毎事業年度末において最も

大口の受託事業基金の預託者から順次 30位までの者について記録し、他

は一括して「その他の預託者」の欄に記録すること。



２ 受託事業基金源資預託金について、会社が相殺した額がある場合又は差

押を受けた額がある場合には、その額について「摘要」の欄に記録するこ

と。

【取締役、執行役、監査役及び株主との間の取引】

（単位 円）

取締役、執行役、監査役又

は株主の別
氏名
取引の内

容
金額
取引期

間
摘要

計 ※ ※ ※ ※

【取締役、執行役及び監査役に支払った報酬】

（単位 円）

取締役、執行役又は監査役の別 人 数 金 額 摘 要

計 ※

（備考）

「取締役、執行役又は監査役の別」の欄には、常勤、非常勤を区別して記

録すること。



【受託事業代位供託事故明細】

（単位 千円）

取扱

営業所名

委託者

の名称

供託委託契約の内

容
代位供託の状況

事故発

生の原

因

求償

状況

受託額 契約期間 代位

供託

額

供託年

月日
始

期

終

期

計 ※ ※ ※ ※ ※

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

１ 「【供託委託契約に関する事項（期末現在における委託者別供託委託契

約締結状況明細表）】【株主に関する事項（大株主名簿）】【比較貸借対照表】

【比較損益計算書】【比較利益処分計算書】【銀行預金明細表】【金銭信託

明細表】【有価証券明細表】【信託有価証券明細表】【貸付金明細表】【有形

固定資産明細表】【無形固定資産明細表】【供託備金明細表】【責任準備金

明細表】【受託事業基金源資預託明細表】【取締役、執行役、監査役及び株

主との間の取引】【取締役、執行役及び監査役に支払つた報酬】【受託事業

代位供託事故明細】」の欄中、数値の記録は、日本工業規格Ｘ0201で定め

られている符号を用いる。

２ ※欄には、記録しないこと。



３ 様式 14の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 31（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法施行規則第 24条第３号

＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】財産概要報告書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【指定番号】

【適用条文】割賦販売法施行規則第 24条第３号

【様式番号】031

【財産概要報告書】

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

科 目 価 格 備 考

Ａ 資産の部

1 流動資産

(1) 現金及び預金

(2) 未収入金

(3) 有価証券



(4) その他の流動資産

2 固定資産

(1) 有形固定資産

(2) 無形固定資産

(3) 投資

3 繰延勘定

Ｂ 負債の部

1 流動負債

(1) 供託備金

(2) 短期借入金

(3) 未払金

(4) その他の流動負債

2 固定負債

（うち受託事業基金）

3 引当金

（うち責任準備金）

（うち供託備金）

資産の部合計額から負債の部合計額を控除し

た額（Ａ－Ｂ）

（参考）資本

1 資本金

2 資本剰余金

3 利益剰余金



4 土地再評価差額金

5 株式等評価差額金

6 自己株式

（備考）

貸倒引当金または減価償却引当金を計上する資産については、貸倒引当金また

は減価償却引当金を当該資産から直接控除した価額をもつて記録すること。

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

１ 毎事業年度終了の日から起算して６月を経過した日における内容を記録する。

２ 「【財産概要報告書】」の欄中の数値の記録は、日本工業規格 X0201 で定めら

れている符号を用いる。

３ 様式第 14の備考１から５までと同様とする。



（削る） 様式第 32（第 29条関係）

＜HTML＞

＜HEAD＞＜TITLE＞割販法施行規則第 24条第４号

＜／TITLE＞＜／HEAD＞

＜BODY＞＜PRE＞

【書類名】供託委託契約締結状況報告書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣殿

【提出者情報】

【名称】

【代表者の氏名】

【住所】

【指定番号】

【適用条文】割賦販売法施行規則第 24条第４号

【様式番号】032

【供託委託契約締結状況報告書】

（ 年 月 日現在） （単位 千円）

委託者名 受託額 委託者名 受託額

その他

合計

（備考）



上位 30社について記録すること。

＜／PRE＞＜／BODY＞＜／HTML＞

（備考）

１ 基準日の翌日から起算して 50日を経過する日における内容を記載する。

２ 「【供託委託契約締結状況報告書】」の欄中の数値の記録は、日本工業規格 X0201

で定められている符号を用いる。

３ 様式第 14の備考１から５までと同様とする。

別記算式 〔第５条〕

額面金額－発行価格
×（発行の日から供託の日までの年数＋4）

発行の日から償還の日までの年数

この式の計算は、額面金額 10 円ごとに行ない、発行の日から償還の日までの年数

および発行の日から供託の日までの年数について生じた一年未満の端数ならびに額

面金額と発行価額との差額を発行の日から償還の日までの年数で除した金額につい

て生じた一銭未満の端数は、切り捨てる。


